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平 成 2 9 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 平成29年10月18日 (水曜日)

開 会 午前10時２分

散 会 午後３時44分

場 所 第４委員会室

本日の委員会に付した事件

平成 29 年 決算１ 平成28年度沖縄県一般会計

第５回議会 の認定について（知事公室、総

認定第１号 務部、公安委員会所管分）

平成 29 年 平成28年度沖縄県所有者不明土２

第５回議会 地管理特別会計決算の認定につ

認定第８号 いて

平成 29 年 平成28年度沖縄県公債管理特別３

第５回議会 会計決算の認定について

認定第20号

出席委員

委員長 渡久地 修君

副委員長 新 垣 光 栄君

委 員 花 城 大 輔君 又 吉 清 義君

中 川 京 貴君 仲 田 弘 毅君委 員
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問 題 対 策 課 長
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総 務 部 長 金 城 武君
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交 通 部 長 梶 原 芳 也君

3 4ii
ただいまから総務企画委員会を○渡久地修委員長

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成29年第

５回議会認定第１号 同認定第８号及び同認定第20号、

の決算３件の調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長及び

警察本部長の出席を求めております。

まず初めに、知事公室長から知事公室関係決算の

概要の説明を求めます。

謝花喜一郎知事公室長。

平成28年度の知事公室所○謝花喜一郎知事公室長

管の決算の概要につきまして、お手元に配付いたし

ました平成28年度歳入歳出決算説明資料知事公室に

基づいて、御説明申し上げます。

１ページをお開きください。

初めに、一般会計の歳入決算の概要について御説

明申し上げます。

知事公室所管の歳入決算総額は、予算現額28億

5119万2000円に対し、調定額23億4302万7803円、収

入済額23億4302万7803円、過誤納額、不納欠損額、

収入未済額はいずれもゼロ円となっております。

また、調定額に対する収入済額の割合である収入

比率は100％となっております。

次に、歳入を款別に御説明申し上げます。

（ ） 、 、款 使用料及び手数料は 予算現額1709万5000円

。調定額及び収入済額ともに4720円となっております

予算現額に対して収入済額が過小となっている理

由は、証紙収入について、所管する出納事務局にお

いて調定、収入したことによるものであります。

（款）国庫支出金は、予算現額28億861万2000円、

調定額及び収入済額ともに23億3549万2048円となっ

ております。

（款）財産収入は、予算現額127万7000円に対し、

調定額及び収入済額ともに152万969円となっており

ます。

総務企画委員会記録（第１号）
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２ページをお開きください。

（款）諸収入は、予算現額590万8000円に対し、調

定額及び収入済額ともに601万66円となっておりま

す。

（款）県債は、予算現額1830万円に対し、調定額

及び収入済額ともにゼロ円となっております。

これは、災害対策拠点整備事業を繰り越したこと

によるものであります。

以上が、一般会計歳入決算の概要でございます。

３ページをお開きください。

次に、一般会計の歳出決算の概要について御説明

申し上げます。

知事公室の歳出総額は 予算現額45億4836万3200円、

に対し、支出済額38億2041万6337円、翌年度繰越額

４億1653万7040円、不用額３億1140万9823円となっ

ております。

予算現額に対する支出済額の割合である執行率は

84.0％、予算現額に対する翌年度繰越額の割合であ

る繰越率は9.2％となっております。

翌年度繰越額４億1653万7040円については （項）、

防災費（目）防災総務費の不発弾等処理事業費が主

なものとなっております。

次に、不用額３億1140万9823円について、その主

なものを御説明申し上げます。

（款）総務費（項）総務管理費（目）一般管理費

の不用額4697万9311円は、主に人件費及び物件費の

執行残等によるものであります。

（目）広報費の不用額490万8451円は、物件費の執

行残等によるものであります。

（目）諸費の不用額6954万5178円は、主に辺野古

新基地建設問題対策事業と地域安全政策事業の執行

残等によるものであります。

（款）総務費（項）防災費（目）防災総務費の不

用額１億8360万3843円は、主に不発弾等処理事業費

の執行残等によるものであります。

（目）消防指導費の不用額637万3040円は、主に物

件費の執行残等によるものであります。

以上が、知事公室所管一般会計の平成28年度歳入

歳出決算の概要でございます。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

知事公室長の説明は終わりまし○渡久地修委員長

た。

次に、総務部長から総務部関係決算の概要説明を

求めます。

金城武総務部長。

それでは、平成28年度の総務部○金城武総務部長

所管の一般会計と所有者不明土地管理特別会計及び

公債管理特別会計の２つの特別会計の歳入歳出決算

について、お手元にお配りいたしました平成28年度

歳入歳出決算説明資料に基づいて、御説明申し上げ

ます。

、 、 、なお 説明の都合上 ページを前後いたしますが

あらかじめ御了承をお願いします。

１ページをごらんください。

それでは、総務部所管の歳入総額について御説明

申し上げます。

予算現額（Ａの欄）5490億4506万5673円、調定額

（ ） 、 （ ）Ｂの欄 5426億3941万6411円 収入済額 Ｃの欄

5407億9676万3135円、うち過誤納金２億7699万

9011円、不納欠損額（Ｄの欄）１億7836万8307円、

収入未済額（Ｅの欄）19億4128万3980円となってお

ります。

調定額に対する収入済額の割合である収入比率は

99.7％となっております。

なお、説明資料の右端の欄に沖縄県歳入歳出決算

。書のページを記載しておりますので御参照ください

２ページをごらんください。

続いて、総務部所管の歳出総額について御説明申

し上げます。

予算現額（Ａの欄）2252億5667万4000円に対し、

支出済額 Ｂの欄 2243億6144万4268円 不用額 Ａ（ ） 、 （

－Ｂ－Ｃ）８億9522万9732円となっております。

予算現額に対する支出済額の割合である執行率は

99.6％となっております。

次に、会計ごとの歳入歳出決算について御説明申

し上げます。

３ページをごらんください。

一般会計の歳入決算の概要について御説明申し上

げます。

総務部所管として 予算現額 Ａの欄 4652億3752万、 （ ）

2673円、調定額（Ｂの欄）4588億7598万6456円、収

入済額（Ｃの欄）4570億4696万8997円、うち過誤納

金２億7699万9011円 不納欠損額 Ｄの欄 １億7836万、 （ ）

8307円、収入未済額（Ｅの欄）19億2764万8163円、

収入比率は99.6％となっております。

収入済額4570億4696万8997円の主なものは、２行

下の（款）県税1224億5242万9960円、５ページの下

から７行目の（款）地方交付税2102億3913万3000円

であります。

戻りまして３ページをごらんください。

収入済額のうち過誤納金２億7699万9011円の主な

ものは、２行下の（款）県税２億7656万3352円であ

ります。

過誤納金の主な理由としては、県税に係る減額更
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正等による過誤納で、出納整理期間中に還付処理が

できない分であります。

なお、平成29年度で還付処理いたしました。

不納欠損額１億7836万8307円の主なものは、２行

下の（款）県税１億6926万7945円であります。

、（ ） 、（ ） 、（ ）その主なものは 項 県民税 項 事業税 項

自動車税となっております。

不納欠損の理由としては、滞納処分できる財産が

ない、滞納者の所在不明等により、地方税法に基づ

き不納欠損の処理をしたものです。

収入未済額19億2764万8163円について御説明申し

上げます。

２行下の（款）県税の収入未済額18億455万3796円

、（ ） 、（ ） 、（ ）の主なものは 項 県民税 項 不動産取得税 項

自動車税となっております。

その主な要因としては、失業、病気等による経済

的理由によるもの、法人の経営不振による資金難、

倒産による滞納などによるものであります。

６ページをごらんください。

下から10行目の 款 財産収入の収入未済額4875万（ ）

4698円は （項）財産運用収入の（目）財産貸付収入、

で、その主な要因は借地人の病気や経営不振、生活

苦等の経済的理由によるもの等であります。

７ページをごらんください。

上から11行目の（款）諸収入の収入未済額7433万

9669円の主なものは （項）雑入の（目）違約金及び、

延納利息で、その主な要因は借地人の病気や経営不

、 。振 生活苦等の経済的理由によるもの等であります

９ページをごらんください。

一般会計の歳出決算の概要について御説明申し上

げます。

総務部所管として 予算現額 Ａの欄 1414億4913万、 （ ）

1000円に対し、支出済額（Ｂの欄）1407億6654万

1144円、不用額６億8258万9856円、執行率は99.5％

となっております。

不用額６億8258万9856円について、その主なもの

を御説明申し上げます。

２行下の（款）総務費の不用額４億5869万6996円

は、主に（項）総務管理費（目）人事管理費の定年

（ ）前早期退職者数の減による退職手当の執行残や 項

徴税費（目）賦課徴収費の県税の還付金が見込みを

下回ったこと等によるものであります。

10ページをごらんください。

１行目の（款）公債費の不用額8375万9447円は、

主に借入利率が当初見込んでいた利率を下回ったこ

とによる利子の不用であります。

７行目の（款）諸支出金の不用額943万413円は、

主に（項）ゴルフ場利用税交付金や（項）利子割清

算金の不用であります。

12ページをごらんください。

１行目の（款）予備費の不用額１億3070万3000円

は、主に熊本地震に係る職員の派遣経費等、年度内

の緊急支出に充用した後の残額であります。

以上が、平成28年度一般会計における総務部の決

算概要でございます。

引き続き、特別会計の決算概要について御説明申

し上げます。

13ページをごらんください。

所有者不明土地管理特別会計について御説明申し

上げます。

当会計は、所有者不明土地の管理及び調査を行う

ための特別会計であります。

まず、歳入決算の概要について御説明申し上げま

す。

予算現額 Ａの欄 ３億5405万3000円 調定額 Ｂ（ ） 、 （

の欄）３億6972万8367円、収入済額（Ｃの欄）３億

5609万2550円、収入未済額（Ｅの欄）1363万5817円

となっております。

収入未済額1363万5817円は、主に４行下の（目）

財産貸付収入939万9428円で、借地人等の経済的理由

等による滞納額であります。

14ページをごらんください。

次に、歳出決算の概要について御説明申し上げま

す。

予算現額（Ａの欄）３億5405万3000円に対し、支

出済額 Ｂの欄 ２億120万1536円 不用額１億5285万（ ） 、

1464円となっております。

不用額の主なものは、予備費であります。

15ページをごらんください。

公債管理特別会計について御説明申し上げます。

当会計は、公債費を一般会計と区別して管理する

ための特別会計であります。

まず、歳入決算の概要について御説明申し上げま

す。

予算現額（Ａの欄）834億5349万円、調定額（Ｂの

欄）及び収入済額（Ｃの欄）は同額で、833億9370万

1588円となっております。

16ページをごらんください。

次に、歳出決算の概要について御説明申し上げま

す。

予算現額（Ａの欄）834億5349万円に対し、支出済

額 Ｂの欄 833億9370万1588円 不用額5978万8412円（ ） 、

となっております。

不用額の主なものは（目）利子で、借入利率が当
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初見込んでいた利率を下回ったために生じた利子の

減による不用であります。

以上が、総務部所管一般会計及び特別会計の平成

28年度歳入歳出決算の概要であります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

。○渡久地修委員長 総務部長の説明は終わりました

次に、警察本部長から公安委員会関係決算の概要

説明を求めます。

池田克史警察本部長。

公安委員会所管の平成28年○池田克史警察本部長

度一般会計歳入歳出決算の概要について、お手元に

お配りしております平成28年度歳入歳出決算説明資

料に基づき御説明いたします。

説明資料の１ページをお開きください。

初めに、一般会計の歳入決算の概要について御説

明いたします。

公安委員会所管の歳入決算の総額は 予算現額12億、

5653万5000円に対しまして、調定額は12億8361万

1956円、収入済額が12億6866万4956円、不納欠損額

は204万1000円、収入未済額は1290万6000円、調定額

に対する収入比率は98.8％となっております。

収入未済額、不納欠損額はともに（款）諸収入に

おける（目）過料であります。

（目）過料は、放置駐車違反車両の使用者に対す

る放置違反金であります。

不納欠損の理由といたしまして、滞納者の所在不

明、滞納処分できる財産がないなどの理由により、

地方税法に基づき不納欠損の処理をしたものであり

ます。

以下、各（款）ごとに順次御説明いたします。

まず （款）使用料及び手数料ですが、予算現額、

5960万1000円 調定額 収入済額ともに6222万3354円、 、

となっております。

（ ） 、 、款 国庫支出金は 予算現額９億4268万6000円

調定額、収入済額ともに９億1600万円であります。

（款）財産収入は、予算現額1679万7000円、調定

額、収入済額ともに1684万52円であります。

説明資料の２ページをお開きください。

（款）諸収入でありますが、予算現額２億3745万

1000円、調定額２億8854万8550円、収入済額２億

7360万1550円、不納欠損額204万1000円、収入未済額

1290万6000円であります。

この不納欠損及び収入未済額は、先ほど説明いた

しました放置駐車違反の車両使用者が納付する放置

違反金であります。

以上が、一般会計歳入決算の概要であります。

説明資料の３ページをお開きください。

次に、一般会計の歳出決算の概要について御説明

いたします。

公安委員会の歳出決算は、予算現額329億2209万

、 、8000円に対しまして 支出済額は325億2579万3309円

翌年度繰越額は4126万1000円、不用額は３億5504万

3691円、執行率は98.8％となっております。

翌年度繰越額は （項）警察管理費（目）警察施設、

費の4126万1000円となっており、那覇警察署渡嘉敷

駐在所の建設工事に時間を要したことによるもので

あります。

次に、不用額３億5504万3691円について、その主

なものを御説明いたします。

（項）警察管理費（目）警察本部費の不用額２億

2004万4984円は、主に定年前早期退職者数の減によ

る退職手当の執行残によるものであります。

（目）装備費の不用額1548万3956円は、主に警察

ヘリや船舶、車両の維持管理に係る費用の執行残に

よるものであります。

（目）警察施設費の不用額4020万6376円は、主に

新糸満警察署の用地購入に係る業務委託の執行残等

によるものであります。

（目）運転免許費の不用額861万2493円は、主に運

転免許に係る講習委託件数の実績減によるものであ

ります。

次に （項）警察活動費（目）一般警察活動費の不、

用額635万6750円は、主に加入電話回線使用料等が当

初見込みを下回ったことによるものであります。

（目）刑事警察費の不用額3817万7069円は、主に

部外講師や協力者に対する謝金、各種講習委託料の

執行残によるものであります。

（目）交通指導取締費の不用額2577万1541円は、

主に交通安全施設工事費の契約差金や信号機等に係

る回線使用料の執行残によるものであります。

以上が、一般会計歳出決算の概要であります。

なお、特別会計の歳入歳出については、ございま

せん。

以上で、公安委員会所管の平成28年度歳入歳出決

算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

警察本部長の説明は終わりまし○渡久地修委員長

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）にしたがって

行うことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す
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る決算事項でありますので、十分御留意願います。

要調査事項を提起しようとする委員は、提起の際

にその旨を発言するものとし、明 10月19日、当委

員会の質疑終了後に改めて、要調査事項とする理由

の説明を求めることにいたします。

その後、決算特別委員会における調査の必要性に

ついての意見交換や要調査事項及び特記事項の整理

を行った上で、決算特別委員会に報告することとい

たします。

当該意見交換において要調査事項として報告する

ことに反対の意見が述べられた場合には、その意見

もあわせて決算特別委員会に報告いたします。

要調査事項は、決算特別委員会でさらに調査が必

要とされる事項を想定しております。

また、特記事項は、議案に対する附帯決議のよう

な事項や要調査事項としては報告しないと決定した

事項を想定しており、これについても質疑終了後、

意見交換等を予定しておりますので、御留意願いま

す。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

、 。特別委員会に準じて 譲渡しないことにいたします

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔にお

願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うようお願いいたします。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろ

しくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

花城大輔委員。

まず最初に、主要施策の成果に関〇花城大輔委員

する報告書の中の知事公室、１の２、ワシントン事

務所であります。これは一般質問でも取り上げて、

予算・決算特別委員会でも質疑をさせていただきま

したけれども、去る９月に実際にワシントンを訪問

することがあって、また新たに疑問も出てきました

ので答弁いただきたいと思っています。

さかのぼって事務所設置の目的を確認したいと思

いますが、当初―前の知事公室長でしたが、ロビー

活動という言葉が何度か使われていたと思います。

それが途中から一切使われなくなって、ロビー活動

はしていません等の答弁があったりしましたが、そ

の辺を少し確認したいと思います。

ロビー活動ということで○謝花喜一郎知事公室長

すが、我々はロビイストを用いたロビー活動は行っ

ておりませんという答弁はさせていただいておりま

す。ロビー活動にはさまざまな捉え方がありますけ

、 。れども ロビー活動公開法という法律がございます

そういったロビー活動公開法に基づく、いわゆるロ

ビイストによるロビー活動は行っていないというこ

とでございます。では、今、県がどういったことで

やっているかといいますと、ＦＡＲＡ登録というこ

とで、米国以外の方がさまざまな活動を行うときに

はＦＡＲＡ登録を行った上で連邦議会議員とか、そ

、ういったところと意見交換をすることができますが

そういったＦＡＲＡ登録に基づく活動はこれまで駐

在員を通してさせていただいていますが、いわゆる

先ほど言いました狭義においてといいますか ロビー、

活動公開法に基づくロビイストによるロビー活動は

行っていないということです。

このロビー活動公開法の中では、○花城大輔委員

県の職員がロビー活動をすることによって制約か何

かがあるのでしょうか。

ロビー活動及びロビイス○謝花喜一郎知事公室長

トの定義がございますが、ワシントン駐在員と弁護

士に確認したところ 原則 合衆国法典第２章第26編、 、

ロビー活動の開示という定めがございます そういっ。

た中でロビー活動というのは、依頼人のかわりに口

頭及び書面によって以下のことを目的とした行政府

及び立法府関係者の働きかけに関する準備や調査、

、 、調整などを指すということで 具体的な内容として

連邦法の制定、変更、修正にかかわることや、連邦

規則、規制、大統領命令あるいはその他のあらゆる

プログラム・政策及び合衆国政府の立場や制度の変

更・修正にかかわることというような、また議会に

よる人物の任命や承認に関することということで、

極めて合衆国の内部の法典や議会の人物の任命、そ

ういうものにかかわるようなもの。今、県が行って

おりますのは、従来申し上げておりますけれども、

知事の訪米の対応や基地問題に関する情報収集、沖

縄の状況などの情報発信というようなことを中心に

やっておりまして、そういったことでロビー活動公

開法によるロビイストによる活動というのは、ある

意味本当に限定されております。しかも、これは要

件が大変厳しいですので そういったいわゆるロビー、

活動公開法に基づくロビー活動は行っていないとい

う答弁を昨年からさせていただいているところであ
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ります。

答弁は長かったのですが、よくわ○花城大輔委員

からないのでもう一度お聞きします。県の職員がロ

ビー活動をすることに何か制約があるのですかとい

うことなのです。

県の職員がやることに対○運天修知事公室参事監

してということですが、このロビー活動公開法に基

づくロビイスト、ロビー活動をやる場合は、法律の

登録が必要になってきます。それをやれば可能とな

るのですが、実際、どの程度のそういう政府への働

きかけがその法律の規範に入るのかどうかというこ

とは、個々の案件ごとに判断されていくということ

になっていきます。そういう意味では、直接的に法

律や予算などにかかわってくる高度な政治力を使っ

て行うようなものでございます。ちなみに、これを

シンクタンクだけがやっているということではなく

て、そういうロビー活動は主に弁護士やコンサルタ

ント、場合によっては広告代理店みたいなところな

ど、そういったところが個々の案件に基づきロビー

活動公開法の手続をとって活動を行っていると。ロ

ビー活動公開法の手続をやらずに活動を行うと法に

抵触するおそれがありますので、案件ごとに判断し

て、そういう登録を行いながら、法律をクリアしな

。がらやっているというのが現状だと聞いております

やはりちょっとわかりにくいので○花城大輔委員

すが 当初は ワシントン事務所の目的の中にロビー、 、

。活動が入っているという話をされていたと思います

そして今のお話では、法律の何か登録とかいろいろ

なものがあって、県の職員でできない仕事だったの

であろうということなのですか、ということを聞い

ています。ですから途中からロビー活動という言葉

が使われなくなった、もしくはロビイストを採用し

てのロビー活動は行っていませんという答弁に変

わってきたのか。私が聞きたいのは、この当初の目

的からロビー活動が外れたことを、どのような背景

があってそうなったのですかと聞いています。

アメリカ合衆国は、米国○謝花喜一郎知事公室長

において影響を与えるものについていろいろ制限が

ございます。ＦＡＲＡ登録というものもその一つで

すが、我々がＦＡＲＡ登録を行うことによって沖縄

県の代理として連邦議会議員とか、補佐官との面談

を行うことが可能となっています。これも広い意味

では、ある意味ロビー活動と言えないこともないと

は思いますが、我々がロビー活動公開法に基づくロ

ビイストによるロビー活動を行っていませんという

のは、いわゆる狭義のものはやっていないという意

味合いで、そういう使い分けのものを昨年から私は

答弁させていただいております。ＦＡＲＡ登録に基

づいた、いわゆる連邦議会議員とか、補佐官とか、

そういった面談、そういった方々と面談を行うこと

によって沖縄県の実情を正確にお伝えする。そして

また、そういった方々から先方側、米側の沖縄県に

対する見方、そういったものを情報収集する、そう

いった広い意味でロビー活動というのをやっている

という意味で―これはＦＡＲＡ登録に基づくもので

すが、いわゆる狭義のものは先ほど知事公室参事監

からもございましたが、これはいろいろ規制がござ

いまして大変ハードルも高いですので、我々はそう

。いったものはやっていないという答弁をしています

次に行きたいので、これで終わり○花城大輔委員

たいと思います。しつこいようで申しわけないです

が、当初ロビー活動をする予定だったものが、ハー

ドルが高いので、そうではなくてＦＡＲＡ登録によ

。 。る活動に変えたと こういう理解でよろしいですか

先ほど言いましたロビー○謝花喜一郎知事公室長

活動公開法で示されている活動内容というのは、相

当、連邦法の制定や変更、修正または議員の任命・

承認に関するすごく高度なレベルのものです。こう

いったものは沖縄県の正確な情報発信の観点から我

々が当初から求めていることではなく、少なくとも

連邦議会議員とか 補佐官 調査局も含めてそういっ、 、

た方々にお会いして沖縄の実情を正確に伝えると。

ただ、それも自由にできるわけではございませんの

で、ＦＡＲＡ登録法に基づいた活動の一環として活

動を行う。これも広い意味でのロビー活動として捉

えていただければと思っております。

ロビー活動はできなかったけれど○花城大輔委員

もＦＡＲＡ登録によってロビー活動のようなものは

やっていますという、そう理解しておきたいと思い

ます。

次に、これも一般質問で話したことですが、平安

山前ワシントン事務所長がその役職に合ったビザが

取得できずに―いろいろと質問をさせてもらいまし

たけれども、そのことによって、当初、計画上の活

動と実際の活動に乖離があったかどうか、これにつ

いてもう一度聞かせてください。

平安山前ワシントン事務○謝花喜一郎知事公室長

所長には、地方自治体で初めてワシントンＤＣに駐

在所を設置するという大きな目的を持って活動して

いただきました。その活動に当たっても、やはりＦ

ＡＲＡ登録などが必要でしたので、ＦＡＲＡ登録の

取得などについても大変御尽力いただいたところで

ございます。そういった平安山前ワシントン事務所

長の御尽力によりまして、ワシントンＤＣに地方自
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治体として極めて異例な駐在所を設置することもで

きましたし、ＦＡＲＡ登録も可能となったというこ

とで、今、２代目の運天ワシントン事務所長と交代

しておりますけれども、駐在活動を安定的に行う環

境づくりに多大な貢献をしていただいたと我々は考

えているところであります。

平安山前ワシントン事務所長の功○花城大輔委員

績については理解を示します。ただ、私が言ってい

るのは、法律に基づかない入国のあり方で、これは

知事公室長も一般質問で否定しませんでした。そう

いったビザしか持っていない中で、この活動に支障

があったかということを聞いてます。

本会議での質問の経緯と○謝花喜一郎知事公室長

いうのは、ある一部のマスコミの報道によって違法

就労というようなことが端緒になったかと思います

が、違法就労といいますのは、本来のビザを取得せ

ずに現地で雇用されて―アメリカの方々に雇用され

て、そこから収入を得るということが違法就労の定

義だと思いますが、前職の平安山前ワシントン事務

所長は、県からの雇用者として、いわゆる県の職員

。として県から給与をいただいてやっているわけです

その際のビザについても適正、適法にアメリカの移

民局の承認を受けて現地に入国し そして活動を行っ、

てきたということで何ら違法なものではなかったと

いうような答弁をしたと記憶しております。

これも一般質問での答弁でしたけ○花城大輔委員

れども、再入国が拒否される可能性について知事公

室長は否定されませんでしたよね。

アメリカは移民の国です○謝花喜一郎知事公室長

けれども、入国の際に同様なビザで何度か入ってく

ると、何か別の意図があるのではないかというよう

なことは一般論としてあるという意味で否定はしな

かったということです。これは平安山前ワシントン

事務所長のビザ云々ではなくて、一般的に入国の審

査については極めて厳しい国柄ですので、そういっ

た観点から一般的な話としてそれはあり得るという

ことの答弁をしたと記憶してございます。

、○花城大輔委員 この点については最後にしますが

県の職員としてワシントンに行っていただく方に本

来とっていただくビザは何ビザですか。

我々が通常出張等で行く○謝花喜一郎知事公室長

際のビザは期間が６カ月と限定されています。そし

て、現地で一定期間活動する際、長期間―６カ月以

上いるという場合には、長期間滞在可能なビザとい

うのがございますので、そのビザを取得することが

ある意味理想的ということはあると思います。

ですので、何ビザが適当ですかと○花城大輔委員

いうことです。

Ｌ－１ビザと考えていま○謝花喜一郎知事公室長

す。

平安山前ワシントン事務所長が○花城大輔委員

。 。持っていたのはＢ－１ビザですよね その確認です

。○謝花喜一郎知事公室長 そのとおりでございます

次に、540万円ほど年間の交通費が○花城大輔委員

予算化されていたと思います。これは実際どれぐら

い往復して、どれぐらい使われたのか教えてくださ

い。

特別旅費として、○金城典和参事兼基地対策課長

ワシントン駐在員の沖縄－米国の往復旅費、それと

米国内の出張旅費ということで、トータル175万

5163円になります。

米国内の旅費も予算の中に入って○花城大輔委員

いるのかもしれませんが、私が聞きたかったのは、

この間、何回沖縄に帰ってきたのか、そしてその予

算は幾らだったのかということです。

まず、平安山前知○金城典和参事兼基地対策課長

事公室参事監で申し上げますと、平成28年５月14日

から５月18日にまず１回―済みません、今のは訂正

。 、 、いたします 再度 平成28年７月５日から８月４日

それが１回目になります その後 平成28年12月24日。 、

から平成29年１月17日までが２回目。それと３回目

といたしまして、平成29年３月22日から３月31日ま

で、トータル平安山前知事公室参事監は３回になっ

ております。

３回で幾らですか。○花城大輔委員

３回の合計といた○金城典和参事兼基地対策課長

しまして、144万4550円になります。

今みたいな答弁のあり方だと何か○花城大輔委員

あるのではないかと思ってしまいます。要は、ワシ

ントン事務所の職員の旅費が幾ら使われたのか、何

回行ったのかという質疑に対して、米国内の旅費が

百数十万円ですとか、平安山氏に限るとこれだけと

か、ぶつ切りに答弁されると何かいろいろと考えて

しまいますが、そのほかに旅費は何に使われていま

すか。

まず内訳といたし○金城典和参事兼基地対策課長

まして、ワシントン駐在員には職員がもうお一方い

らっしゃいます その方の米国内での移動旅費が２回。

ほどございます。それ以外に、知事が訪米された際

の米国内での移動旅費、そういったものが一応含ま

れております。

細切れで答弁するのはやめてくだ○花城大輔委員

さい。幾らなのですか。

米国内での移動活○金城典和参事兼基地対策課長
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動旅費といたしましては、113万8386円になります。

では、540万円の予算に対して、実○花城大輔委員

際使われたのはトータルで幾らになりますでしょう

か。

申しわけございま○金城典和参事兼基地対策課長

せんでした。再度、数字を訂正いたします。

、 、まず ワシントン事務所で使われた旅費の総額は

175万5163円になります。そのうち、平安山前ワシン

トン事務所長が日本へ戻られた経費、それが先ほど

申し上げた３回ございまして、トータルで98万

5123円。それ以外に米国内での移動旅費について合

計額で申し上げると―数字が逆になっていたようで

すので、再度御報告いたします。

米国と沖縄の往復旅費が３回ございまして、77万

40円。それと米国内における移動旅費が総トータル

98万5123円。総合計といたしまして、175万5163円の

決算額になります。

最初の質疑で今の答弁が出たら時○花城大輔委員

間を使わないで済んだと思いますが、次の質疑にい

きます。

予算の９割以上がワシントンコア社に委託されて

いると思いますが、この会社についての評価を聞き

たいと思います。

まず、ワシントンコア社○謝花喜一郎知事公室長

、の駐在活動について委託しているわけですけれども

その委託事業の内容は、ワシントン駐在所の運営支

援―駐在活動をやるために家賃の支払いとか、もろ

もろの手続がございますが、そういった駐在所の運

営支援というものがまずございます。それと、ワシ

ントン駐在員による調査活動等の支援、駐在員のさ

まざまな活動に対しての支援。あと、沖縄に関連す

る米国安全保障政策の調査、こういったものもして

いただいております。それから、専門家等を活用し

たヒアリング調査に関する業務、こういったものも

ワシントンコア社に駐在員活動事業として委託して

いるところでございます。こういった業務をやって

いく中で、駐在所の運営支援は十分やっていただい

ておりますし、例えば連邦議会議員との面談設定と

、 、か―最初は全くノウハウ 面識等もないような中で

ワシントンコア社を通して、面談設定、それから面

談の際の助言提供など、ワシントン駐在員による調

査活動等の支援を十分にやっていただきまして、我

々としてはワシントンコア社には十分対応していた

。だいているものと評価しているところでございます

ある大手のシンクタンクの方にワ○花城大輔委員

シントンコア社の話をしたところ、どのような英単

、語を使われたのかはちょっと覚えていないのですが

不思議な会社だと言っていました。そのことを受け

て我が会派の山川典二議員から、もっといいレベル

の会社を選んだほうがいいのではないかというよう

な話もありまして、それでこの会社の評価を聞いて

いるわけです。これで一定の評価があるということ

は、もし来年もワシントン事務所を継続するのであ

れば、同じくワシントンコア社になるということで

しょうか。

委託業者の選定要○金城典和参事兼基地対策課長

件としては、まず英語を母国語とする者と同程度の

英語コミュニケーション能力及び日本語を母国語と

する者、また同程度の日本語文書作成能力を有する

人員を備えること、またワシントンＤＣの近郊で活

動が可能であることを要件にしております。今後、

英文での募集とかも含めて多方面の募集を行いたい

と考えております。

それと、これは最も重要であると○花城大輔委員

思いますが、費用対効果ですね。約9000万円、１億

円と言われている費用に対しての効果、これに対し

ていつも誰々と何回会ったとか、そういったことで

しか答弁はないわけですけれども、実際にアメリカ

の重要なポストについている方々との信頼関係の構

築にどのように影響したかということには答えられ

ますでしょうか。

今、御指摘のありました○謝花喜一郎知事公室長

信頼関係の構築というところは、大変重要だと思っ

ております。これは平安山前ワシントン事務所長が

いらっしゃったときから、平安山前ワシントン事務

所長も後半―１月ごろですか、いらしたときにおっ

しゃっていた言葉ですけれども、やはりこの日本の

一自治体がそういった駐在所をワシントンＤＣに設

置し、そこでさまざまな方々―連邦議会の議員や、

その補佐官、それから調査局など、そういった方々

とお会いする。それから、国務省、国防総省の日本

部長とかクラスは限定されると思いますが そういっ、

た方々ともお会いして、さまざまな面談等を通して

お互いの考えを率直に意見交換し合うと。そういっ

た中において お互いの一定程度のコミュニケーショ、

ン、そして人間関係が生まれて、信頼関係が生まれ

ていくと。そういった点で意義があるというような

話をしておられたことが大変印象として残っており

ます。平安山前ワシントン事務所長にかわって、新

しく運天ワシントン事務所長が着任しておりますけ

れども、これまで前職の方が築いてきたもの、また

プラスアルファ運天ワシントン事務所長にはさまざ

まな、例えば公聴会やシンポジウム、そういったも

のにも積極的に参加いただいているところです。そ
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ういった流れにおいて、駐在員と米国の関係者の方

々との信頼関係の構築、これを重視していろいろな

観点から沖縄県の実情、正確な情報の発信、そして

また米国側の考えをつぶさに拾っていただいて、県

に御報告いただければと思っているところでありま

す。

実際、現地で聞いた話では、銃剣○花城大輔委員

とブルドーザーという 私たちが言葉を聞けばイメー、

ジできるような映像を英訳する際に、相手に非常に

失礼な単語に訳したとか、マティス米国国防長官と

会った際に、マティス国防長官が言ってないことを

ぶら下がりでコメントされたり、もう会わないとい

う話も幾つか聞かれました。それについては認識し

ていますか。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、知事公室長からマティス国防長

官とは面談していないとの説明があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

花城大輔委員。

訂正します。ある有名な高官と会○花城大輔委員

われた際に、その方が発言していない内容をぶら下

がりで発言して―そういったコメントをされたかど

うか、確認します。

面談の際に、先ほども御○謝花喜一郎知事公室長

質疑で出ましたけれども、信頼関係というのは大変

重要だと思います。その内容につきまして、それを

公表する、公表しないということも、我々は気を配

らねばならないことだと思っております。例えば知

事訪米の際に、お会いしたことの内容についてはど

うしますかということで必ず最後に確認させていた

だいて、その上で発表をさせていただいていると認

識してございます。駐在員は日々いろいろな方々と

お会いしていますが、その方々とお会いしている際

、 。 、にも そこら辺のところは確認した上で ですから

ワシントン駐在員からのレポート、報告書の中に名

前を入れない場合もありますし、内容まで入れる場

合もありますし、さまざまな相手方との信頼関係の

観点から情報の管理を徹底しているところでござい

ます。もし仮に、私のほうでそういったことがあっ

たということであれば 遺憾ですけれども そういっ、 、

たことがないように意を尽くさねばならないと考え

ております。

それでは、次の質疑にいきたいと○花城大輔委員

思います。

同じく主要施策の成果に関する報告書の中の１の

５、不発弾について。実際、30億円の予算―毎年、

毎年、ふえてきて、ことしは30億円以上の予算がつ

いて、24億円しか執行できなかったと。これについ

ての一番の原因は何でしょうか。

主要施策の成果に関○上原孝夫防災危機管理課長

する報告書の表の説明からまずさせていただきたい

と思います。

、不発弾処理事業については大きく６つありますが

６つの事業のうち広域探査発掘加速化事業と市町村

支援事業、住宅等開発磁気探査支援事業の３つプラ

ス基金の事業―不発弾等対策安全事業の４つの事業

が表―１の５のページに載っております。

１の５を説明しますと、括弧の中に平成27年度の

繰越額を内数で示しておりまして、平成28年度と平

成27年度から繰り越しされた額がその上の数字 30億、

円余りで、あと決算が24億円出ております。少し説

明しますと 当初予算欄の上段にあります括弧の１億、

9399万8000円は、平成27年度から繰り越しされた額

ですが その繰り越しされた分については１億8813万、

8000円で事業が執行されておりまして、繰り越しさ

れた額については97％執行しております。平成28年

度分につきましては、この内数の数字を引いた額が

説明になりますが、説明しますと、平成28年度の当

初予算額につきましては、30億192万9000円から１億

9399万8000円を引いた額、28億793万1000円となって

おり、決算額―内数の数字を引いた額につきまして

は、22億1675万1000円となっておりまして、当初予

算から決算額を差し引いた額が５億9118万円となっ

ております。５億9118万円が全部不用になったとい

うことではなくて、そのうち３億9817万7000円が平

成29年度の予算に繰り越しされております。その残

りについても全額が不用になったわけではなくて、

いろいろ流用などを行ったりして不用額は減らして

おります。平成28年度の予算につきましては、先ほ

ど申し上げた決算額22億1675万1000円と 繰越額３億、

9817万7000円の合計額26億1492万8000円が執行され

ておりまして、執行率は93％ということになってお

ります。県としては、不用額の縮減を図るため、事

業間の予算の流用や申請手続の簡素化、迅速化に取

り組んで県民への周知活動などを強化しているとこ

ろでございます。

繰り越しも含めて執行率が96％と○花城大輔委員

かそんなことを聞いているのではありません。こと

し30億円の予算に対して24億円の決算で、来年こう

いう状態でありながら概算要求では31億円と１億円

ふえると予想されるわけですよね。その中で決算が

、24億円しかできなかったことの理由がわからないと

今後よくならないのではないですか。そのことを聞

いているのです。
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最近、住宅等開発磁○上原孝夫防災危機管理課長

気探査の事業が随分ふえてきておりまして、そこら

辺の事業で１件当たり数億円とかかかる場合もござ

います。あと、個人の住宅の場合は、五、六十万円

とかそういった金額でできる場合もございますが、

不発弾の事業につきましては一旦事業を計画して工

事を行った後に―例えば、探査している間に岩盤が

出てきたりとか、そういったことで予定どおりの工

事ができない場合があります。それで実際に契約し

た額と違う額で探査工事を終えるとか、そういった

ことで減額されるとか、住宅についても補助金を減

額ということで、計画どおり予算を執行するという

ことが難しい事業ということになっております。

磁気探査事業の部分に限って、県○花城大輔委員

の処理関係も含めて、業務のおくれなど影響してい

ませんか。

職員が10名おります○上原孝夫防災危機管理課長

けれども、土木専門の担当の再任用の方とかも配置

しておりまして、事業については、申請からそんな

に時間がかからずに工事は終わっているところです

が、手続に際して書類の不備というところがござい

まして、そういったところで何度もやりとりしてい

る中でおくれる場合がございます。

現場からは、県職員のなれた方の○花城大輔委員

異動があったとか、時間がかかるという要望もあっ

たので今の質疑をさせていただきました。再度、見

直していただければと思っております。

内閣府と予算の折衝に入る段階で、哲学論争とい

う言葉が使われていると聞きましたが、これは御存

じですか。

特にそのことについては承知し〇金城武総務部長

ておりません。

そういった話を聞いたものですか○花城大輔委員

ら、県と内閣府との間にその言葉についていろいろ

と何か深い意味合いがあると思ったので聞いてみま

した。

又吉清義委員。○渡久地修委員長

まず、先ほどのワシントン事務所○又吉清義委員

について、もう少しお伺いいたします。

委託をしている活動支援に弁護士の相談費用が含

まれているかと思いますが、この弁護士と相談する

相談料というのは駐在員がじかに決めるのか、また

委託をしているワシントンコア社が弁護士委託料を

決めるのか、まずそれについてはどのようになって

いますか。

まず、弁護士の相○金城典和参事兼基地対策課長

談内容といたしましては、ワシントン駐在活動に係

るＦＡＲＡ登録に関すること、また駐在職員のビザ

取得、更新に係ること、それと現地で駐在活動を行

う中で現地の法律に抵触しないかなど、相互に関連

する事項についてワシントンコア社から現地の弁護

士へ相談を行っております。弁護士の単価について

ですが、現地では弁護士の活動期間によって大体単

価が決まっているようで、今、私たちが相談してい

る弁護士の方は約21年から30年ぐらい活動している

方に当たるということで、１時間当たり大体530ドル

ぐらいの弁護士の相談料となっております。それに

実際の相談時間を掛けた金額が今、弁護士への支払

いの金額という形になっております。

相談内容というのは、もっといろ○又吉清義委員

いろなことを相談するのかと思いましたが、基地に

関する解決に向けての相談云々ではなくて、駐在で

きるかできないか、そういう相談内容にしか聞こえ

ません。そこで確認しますが、今、ＦＡＲＡ登録は

済んだと理解してよろしいですね。

事務所自体のＦＡ○金城典和参事兼基地対策課長

ＲＡ登録は終わっております。ただ、職員の登録の

手続等は職員がかわるたびに発生するということに

なります。

駐在員がかわるたびに登録をしな○又吉清義委員

いといけないということで、現在、運天ワシントン

事務所長も終わったと理解してよろしいですね。

ことし４月１日か○金城典和参事兼基地対策課長

ら職員が２名行っていますが、そのお二人の変更登

録は終わっているという状況です。

当初、駐在員に関しては、ロビー○又吉清義委員

活動をするということだったと思いますが、当初の

計画はそれであったかどうか確認いたします。

先ほども答弁しましたけ○謝花喜一郎知事公室長

れども、広い意味で沖縄県の正確な実情を連邦議会

議員や、そういった関係者の方々にお伝えするため

に活動を行うと。ロビー活動というような意味で言

えば行っておりますが、これはＦＡＲＡ登録という

ものが米国の制度上必要になってくるので、そうい

うことでＦＡＲＡ登録に基づいて行ってきたという

ことです。ただ、私が先ほど来申し上げていたもの

は、ロビー活動公開法に基づく―これはアメリカの

政権にも影響を与えるような高度な―狭義と申し上

げたいと思いますけれども、狭義のロビイストを用

いたロビー活動というのは、今現在、ワシントン駐

在では行っていないということでございます。

ぜひ端的にお願いします。○又吉清義委員

当初の目的は、ロビー活動をするということが目

的でしたよねということを聞いているわけです。そ
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れだけでよろしいです。

ロビー活動の定義がいろ○謝花喜一郎知事公室長

いろ広がるものですから、そういう答弁をさせてい

ただきました。申しわけございません。

沖縄県で考えているロビー活動といいますのは、

沖縄県の正確な情報を発信する、提供する。そして

相手方からもさまざまな沖縄に関する情報をいただ

く、そういった意味での活動のために駐在所を設置

しておりますので、そういった趣旨のロビー活動は

行っております。

何か言いわけにしか聞こえないの○又吉清義委員

ですが、そうであれば、なぜ最初からＦＡＲＡ登録

をして活動をするという、この駐在員活動をすると

きにそういった目的は持っていなかったのですか。

、○謝花喜一郎知事公室長 ＦＡＲＡ登録に基づいて

連邦議会議員、関係者の方々と調整を行うためにＦ

ＡＲＡ登録も行ったわけでございます。ですから、

当初からそういった目的は持っていたということで

す。

ロビー活動公開法に基づく登録を○又吉清義委員

しっかりしてからの活動と、ＦＡＲＡ登録をしてか

らの活動というのは、どちらが沖縄県にとってより

中身の濃い情報が収集できますか。同じレベルです

か。

何度も答弁して恐縮です○謝花喜一郎知事公室長

が、ロビー活動公開法に基づくロビイストによる活

、 。動というのは 大変高いレベルの活動でございます

沖縄県は当初からそういったことを目的としている

のではなくして 沖縄の正確な情報を発信 そういっ、 、

。 、たことを目的に駐在所をつくったわけです それは

ロビー活動公開法に基づくロビイストによるロビー

活動でなくしても、ＦＡＲＡ登録に基づく活動で十

分ですので、今の駐在のあり方で十分対応できてい

るものと考えております。

確認ですが、ロビイストによる活○又吉清義委員

動ではなくて、今、皆さんがやる活動は、ＦＡＲＡ

登録で十分だからこれでやっているということです

か。私はてっきりロビー活動は今おっしゃるように

レベルが高いので、皆さんがその領域の登録ができ

ないと。やむなくこれができなくて、何らかの活動

をするためにＦＡＲＡ登録をしたとしか理解してい

ないのですが、そうではないわけですね。ＦＡＲＡ

。登録で十分だということで理解していいわけですね

おっしゃるように、ＦＡ○謝花喜一郎知事公室長

ＲＡ登録に基づいた活動で十分だと当初から考えて

ございます。

このことはきょう初めて聞きまし○又吉清義委員

た、当時、この活動をするときは、前知事公室長は

ずっとロビー活動ということで議事録に残っており

ますので、これは前知事公室長の認識の違いかと思

いますが、その辺はまた議事録を見てお聞きしたい

と思います。

その中で非常に不思議なことが、平安山前ワシン

トン事務所長がＢ－１のビザを持つ中で、約３カ月

から４カ月に１回帰ってきますよね。そして、沖縄

に１回駐在しますよね、１カ月近くも。これは、ど

。 、うしてですか 私はてっきりＢ－１のビザであれば

もうしばらくいるのかと思ったら一番短いのは２カ

月です。２カ月で帰ってくるのです。そして１カ月

近くいるということで、これは活動に価値がありま

すか。先ほどありました平安山前ワシントン事務所

長の往復の日程を聞いたらそのようになっています

が もう一回ごらんになってください 何カ月に１回、 。

帰ってきて、わずか１年半の間に沖縄にいる滞在期

間はトータルで何日ですか。

平安山前知事公室○金城典和参事兼基地対策課長

参事官の平成28年度におけるワシントンから日本へ

の帰国状況ですが、まず平成28年７月５日から８月

４日、約１カ月程度沖縄にいる形になります。それ

と２回目が 平成28年12月24日から平成29年１月17日、

までになります。また３回目は、平成29年３月22日

から平成29年３月31日と、約１週間程度となってお

ります。

これも見てみると、８月まで沖縄○又吉清義委員

にいて、そしてアメリカに行くと。そして、４カ月

したら帰ってくる。そしてまた沖縄に帰ってきて、

１月18日から訪米して、また２カ月後は帰ってくる

と。とてもではないですが、４カ月から２カ月ぐら

いに１回帰ってくるのですが、その理由はなぜです

か。もうしばらくいて情報収集をするのかと思って

いましたが、どうも非常に短い感じがします。こん

なに短期で帰ってくる理由は何でしょうか。

まず、先ほども御答弁申○謝花喜一郎知事公室長

し上げたのですが、Ｂ－１ビザは６カ月間の期間が

ございまして、そういったことがあって一度は帰っ

てきていただくという理由はあります。ただ、その

、際に合わせて御本人の―県庁職員でございますので

健康診断等を現地でやっていただくということもご

ざいましたし、それからワシントン駐在での活動―

例えばＦＡＲＡ登録の状況とか、いろいろなことに

ついて意見交換もしなければならなかったというこ

とがございます。そういったことで７月に一度帰っ

て来ていただいたと。そして、12月も大体同様な趣

旨―12月の場合は、知事の訪米の時期などもござい
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ましたので、そういったことについてまたいろいろ

意見交換もさせていただいたということです。最後

のほうは御本人のある意味、任期切れの関係がござ

いましたので、帰沖していただきまして、そのまま

任期を終了したという流れでございます。

もう一度確認させていただきます○又吉清義委員

が、先ほど知事公室長がこういうことをおっしゃっ

ていて驚きましたが、やはり同様のビザで何度か入

国をすると入国が非常に困難になると。これは間違

いないですか。

これは平安山前ワシント○謝花喜一郎知事公室長

ン事務所長御本人から聞いたのですが、平安山氏も

何度か訪米したことがあります。そういった周りの

実情も聞いておりますが、入国審査官によってはそ

ういったことでとめられることもあるという。です

から、一般的なお話としてそういったことはあると

いうお話は聞いております。そういうことを答弁さ

せていただきました。

私も調べたのですが、これは一般○又吉清義委員

的ではなく真実みたいです。

そこでもう一度お伺いしますが、例えば前任の平

安山氏ですが、米国政府、そして連邦議会からも冷

遇されているのではないかと言われて、なかなか仕

事ができないと知事に伝えたと言われています。そ

の中で現所長の運天知事公室参事監は、連邦議会と

の関係でどのぐらい強力な信頼関係があるのか、平

安山前ワシントン事務所長に負けない信頼関係があ

りますとか、実績がどのぐらいあるのか、それを御

説明してもらえませんか。

連邦議会とは、知事訪米○運天修知事公室参事監

でこれまで知事が面談した事務所を訪ねて、その担

当補佐官―基地問題、安全保障に関する補佐官と名

刺交換をしたり、メールアドレスの交換をしたり、

そういったこともやっております。何名かとは特に

グアムの問題とかありますので、そういったところ

で意見交換をさせていただいたことはございます。

それから、国務省、国防総省についても日本部長と

面談させていただきまして、今度、新しく国務省の

日本部長となった方からは、いつでも窓口をあけて

いるので気軽に寄ってください、来てくださいとい

うことは言われております。せんだって、ヘリの炎

上事故がございましたが、その当日の朝、我々は国

務省や国防総省の担当の方に、ぜひこの件でお話を

したいということをメールで申し入れて、午後一に

早速、両者とも面談をしていただいたと。それぐら

いの関係は構築できていると思っております。

進めながらまたそれについても詳○又吉清義委員

しく聞きたいと思いますが、もう少しお聞きさせて

もらいます。

例えば、このワシントン事務所ですが、米国にお

いてネットワークを広げる中で、現在、ワシントン

事務所が持っているネットワークについてどのぐら

いの―例えば、県内にあるネットワークよりも、ワ

シントン事務所を持つことで、このように常時ネッ

トワークが現地にあるおかげで生で発信ができる効

果といいますか、どういったネットワークを持って

いるのか、機関などについて御説明してもらえませ

んか。

現地にいることにより、○運天修知事公室参事監

議会の公聴会とかございますが、そこでどの議員が

どういうふうに沖縄について関心を持っているか、

そういうこともそれぞれわかりますし、太平洋・ア

ジア関係の安全保障についてどの議員が関心を持っ

ているかということもわかります。こういった情報

というのは、日本のことに関連するよほどの発言が

ない限りは日本で報道されませんので、その報道で

しか我々は知り得ないわけです。そういう意味では

非常に価値のあることだと思っています。それぞれ

政府関係者の発言にどういう真意があったのかとい

うことも現地ですぐ確認できますし、それについて

また専門家の方の意見も確認することができるとい

うことで、より正確な情報を本庁に提供できるよう

になるということについてはメリットが大きいと

思っております。

２点ほどお伺いしますが、先ほど○又吉清義委員

花城委員の質疑に対して知事公室長がおっしゃって

いましたが、知事が訪米をしてマスコミでコメント

、 、をする場合 確認をして発表するということですが

現地に行ったら知事はそういうことはしないと。特

にひどいのは、例のシーユーアゲインに関しても、

さよならと言ったのに新聞に載った記事は、また会

いましょうと載っていると。そして、マイク・モチ

ヅキ氏の記事に関しても マイク・モチヅキ氏に会っ、

てみると 「いや、私はそういう意味では言っていま、

せん 」と、こういう大きなずれがあったのですが、。

知事は会った方々に確認をしてマスコミ発表をして

いるということについては、本当に間違いないです

ね。

私もことしの１月から○謝花喜一郎知事公室長

２月にかけて知事に同行いたしました。その際に、

どこまで発表するか、発言するかということについ

ては、面談の最後に確認した上で終わっているとい

うことです。

訪米して私たちが聞いたところで○又吉清義委員
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は、それは聞いたことはないと私はそのように聞い

ていますが、知事公室長がそのように後で具体的に

会った方々に確認をしたと言うのであれば、後でま

た詳しく聞かせていただきたいと思います。私たち

はそれがないということで、非常に困っているとい

うのが現地の情報でしたので、あえて聞いておりま

す。

次に、ワシントン事務所が在米国日本国大使館と

どのような連絡網を築いているのか。そして、在日

本国米国大使館とのコンタクト、情報収集・交換、

そういったことは可能かどうか 皆さん自体そういっ。

た関係がどのぐらいあるのか、それが具体的にわか

れば御説明していただけませんか。

大使館の中にも我々の活○運天修知事公室参事監

動に対応する方々がいらっしゃいますので、その方

々とは何かあるたびに意見交換をさせていただいて

おります。２プラス２の件とか、政府内の人事につ

いてどういう情報を持っているかとか、そういった

ことも意見交換をさせていただいておりますし、大

。使館のイベント等にも招待を受けたりしております

私も沖縄で外務省、防衛省といろいろ日常的に対話

をしてまいりましたので、そういったことでは特段

変わりはないと思っております。

在米国日本国大使館との深い絆と○又吉清義委員

か、連絡網、その辺についてもう少し具体的にない

ですか。別にこの程度であれば、こちらからも電話

、一本でできるような感じにしか聞こえないのですが

現地だからこそできる在米国日本国大使館とワシン

トン事務所とのあり方、この価値がどうも、説明不

十分にしか聞こえないのですが、もう一度御答弁を

お願いします。

今回、担当の参事官が○運天修知事公室参事監

７月、８月でそれぞれ異動、交代したということも

ありまして、また２プラス２とか、そういったいろ

いろな日程があったりして、なかなかお時間をとる

ことができなかったのですが、通常、彼らの職務と

して持っている情報については、彼らもいろいろ立

場がございますので、その範囲内でいろいろ意見交

換はさせていただいております。

運天ワシントン事務所長にお伺い○又吉清義委員

しますが、在米国日本国大使館とも、例えばこのよ

うに面会をした回数が何回ぐらいあるのか、そして

また議会においてもそれなりのパイプがあって、皆

さんもいろいろな打ち合わせをするとおっしゃって

おりました 面識もあるということですが こういっ。 、

たことは例えば１週間に一、二回ぐらいあるのか、

月に一、二回ぐらいあるのか、運天ワシントン事務

。所長がそこに在任してからは何回ぐらいありますか

最初のほうに１回と途中○運天修知事公室参事監

で２回ほどお会いしておりますが、相手も人事異動

とか いろいろなことでなかなか時間がつくれなかっ、

たという事実はございます。我々としては、特に何

かあれば、いろいろ出来事のきっかけに応じて対話

をしていきたいと思っております。

対話をしていきたいというのは皆○又吉清義委員

さんの要望であって、実際、やはりこのようにちゃ

んと定期的に定例会も持てるぐらい そのようにしっ、

かり見てるのだと、そのぐらい意欲が欲しいと思い

ますが、どうもその辺が聞こえてきません。

あと一点お伺いしますが、例えば、日本国とアメ

リカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六

条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆

国軍隊の地位に関する協定―日米地位協定の11項目

、の見直しについて平成12年に要請したと思いますが

ワシントン事務所はこの件についてはどのような対

処をしているのかということと また インターネッ、 、

トを活用して見直しの実現に向けた活動―今は、ロ

ビー活動に似たようなＦＡＲＡの活動をしていると

いうことですが、これはロビー活動ではなくてＦＡ

ＲＡ活動でそういった活動も行っていくのか、どの

ようになっていますか。

我々が国務省、国防総省○運天修知事公室参事監

とお会いするときには、ＦＡＲＡ登録に基づいて報

告させていただいておりまして、先週の事件・事故

の際には、事故の内容、県の考え方を伝えるととも

に、県が今度こういう地位協定の見直しをしている

と。これはもちろん知事が東京の在日米国大使館に

も手渡しておりますので、当然、国務省、国防総省

にも届いていると思っていますが、担当者に再度、

趣旨をお伝えしております。こういう重大な事故が

あったときには、きちんと県も入れた協議を丁寧に

行うなど、そういう趣旨を全部ここで記しています

ので、それを十分周知した上で対応していただきた

い、今後、考えていただきたいということを伝えて

あります。

仲田弘毅委員。○渡久地修委員長

執行部から出された主要施策の成〇仲田弘毅委員

果に関する報告書１の４、我々は会派でワシントン

を訪問させていただいて勉強もさせていただきまし

た。その間に気づいた点をきょうは質疑させていた

だきますが、まず最初に先ほど来、運天ワシントン

事務所長含めて答弁をいただいて、これでいいのか

というところも若干ありますが、再度質疑をさせて

いただきます。
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ワシントン駐在は、米連邦議会並びに国務省、国

防総省、国家安全保障会議関係者など、いろいろな

方々とお会いしてきて成果も上がったというお話で

はありますが、どの程度の役職の方々とお会いでき

たかという内容について御説明をお願いします。

現職の国務省、国防総省〇運天修知事公室参事監

の方というのは日本部長でございます。それから有

識者等については次官補とかをやられた方もいらっ

しゃいますし、政府の中で高官として活躍された方

もいらっしゃいます。そういった方々とも面談をし

ていろいろ意見交換をしております。

なされていた方というのは過去の〇仲田弘毅委員

方ですよね。影響力のある現職の方々はどの程度の

方々ですか。

政府でいいますと、我々〇運天修知事公室参事監

とは日本部長で対応していただいております。

本県から辺野古阻止の問題で連邦〇仲田弘毅委員

議会に知事の考え方を理解していただくためにワシ

ントン事務所はでき上がったと我々は解釈しており

ますが、その目的でどの程度達成されたと、県ある

いはワシントン事務所で理解しておりますか。

この内容につきましては〇運天修知事公室参事監

多くの方から―特に議会の議員、補佐官等と面談す

ると、知事のそういう姿勢というのは皆さん理解し

ているということで、辺野古の問題についても非常

に注視して、日米間の課題としてあるということを

認識している方はかなりふえていると思っておりま

す。その中で日本政府からの情報だけでは我々の正

確な情報が伝わるとは思いませんので、私たちは私

たちの立場できちんと今の現状をお伝えしていると

いうことでございます。

我々が訪米をさせていただいて一〇仲田弘毅委員

番最初に気づいたことは、やはり考え方のすれ違い

というのは十分あるということを肌で感じてきまし

た。そういった意味でワシントン事務所が２名体制

で頑張っていることは大変だということも感じまし

たが、２名体制という今の現状で十分ですか。

ワシントン駐在は２年〇謝花喜一郎知事公室長

６カ月にわたっていろいろ多くの関係者とお会いし

て、いつも言って申しわけないですが、延べ610名の

方々と面会等を行っております。先ほど来、運天ワ

シントン事務所長からございますように、正確な状

況を伝えるとともに米国政府の動向等についても情

報の収集を行っているところでございます そういっ。

、 、たことで２年６カ月たって 私の私見も入りますが

ここに至って軌道に乗り始めて来ているのかと思っ

ております。そういったことからしますと、現行の

２名体制で十分ではないかと あと 現地採用が１名。 、

ございます。実質、対外的なものは２名で行ってい

ますが、今の体制でしばらくは可能ではないかと考

えているところであります。

ことしの平成29年１月付で現地で〇仲田弘毅委員

採用があったという報告も受けてはおりますが、そ

の中でビザの問題―これはＬ－１、Ｂ－１といろい

ろありますが、ロビー活動を一生懸命現地で展開す

るということでワシントン事務所はできたと認識し

ていましたが、残念ながら知事公室長の答弁では、

ＦＡＲＡで十分なのでロビー活動云々のハードルの

高いものではないということで、ハードルが随分落

ちてきたという感じもいたします。そこであえて質

疑させていただきますが、運天ワシントン事務所長

の就任以来、どの程度のクラスが面会できて、そし

てその回数と役職の説明をいただきたいのですが。

私が行きましてから ８月〇運天修知事公室参事監 、

末での数字しかまとめておりませんが、連邦議会議

員についてはジョン・マケイン氏とお会いして、次

回知事が来るときはぜひ面談してくださいというこ

とをお話しした後、補佐官からもお話を聞きたいと

いうことで、後日、担当補佐官と面談をしてお話を

させていただいております。それから連邦議会の補

佐官についても、外交委員会、それから歳出委員会

の―沖縄に実際議員が来られる機会があれば、ぜひ

そのようなことを行ってほしいと。毎年、日本に議

員団が来ますので、その中で沖縄の視察もぜひ入れ

てくださいということで、その委員会を取り仕切る

補佐官の方々と面談をしております。それは一般の

。 、議員よりさらに中心的な方々になります それから

。連邦議会調査局の調査員等々とお話をしております

政府関係者は先ほど申し上げたとおり、国務省、国

防総省の日本部長や分析官といった方々と面談をさ

せていただいております。

ジョン・マケイン氏の件ですが、〇仲田弘毅委員

、単なる陳情・要請という形のお会いの仕方ではなく

信頼関係を持って「沖縄のことをよろしくお願いし

ます 、そして向こうが「わかった 」というぐらい。」 。

の話し合いができたと考えていらっしゃいますか。

そこまではまだ積み上げ〇運天修知事公室参事監

ることはできておりませんが、補佐官からは沖縄で

こういう課題があること、それから現状についても

常にいろいろ情報は集めているというようなお話も

いただいておりますので、彼らは全く沖縄のことに

対して関心がないというわけではないということで

ございます。御承知のとおり、今、米国議会という

のはどちらかといいますと国内問題で非常に状況が
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混沌としているといいますか、そういう状況ですの

で、外交までなかなか回らないという状況がござい

ますが、その中でもやはり私どもが定期的に沖縄の

正確な情報を提供していくということをやっており

ます。

知事が今回の訪米をするときに、〇仲田弘毅委員

、 、 、今 ワシントン事務所長がおっしゃったように 今

トランプ米国大統領は国内問題でまだ落ちついてい

ないので時期尚早であるということを本会議でも質

問させていただきました。ですから、このような国

政の情勢を見ながら我々沖縄県は、本当の意味で沖

縄県の実情を訴えるのであればしっかり落ちついた

状況で、やるべきところはしっかりやるべきだと思

います。ですから、そういった意味合いにおいて、

やはりやり方、ノウハウをもっともっと勉強してや

るべきだと考えております。

委員長、我々会派の一人一人の質疑の中でもう少

し審査すべきだという点も中にはあります。ですか

ら、そういった意味合いで要調査事項として我々の

会派のきょうまでの質疑の中で特別委員会の中で取

り上げていただきたいと思います。そのように提案

をお願いしておきたいと思います。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、委員長から仲田委員に対して、

誰にどのようなことを確認するのか再開後

に改めて述べるよう説明があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

仲田弘毅委員。

まず、ワシントン国内でのワシン〇仲田弘毅委員

トン事務所の旅費の問題、これは数字が二転、三転

したところもありますので、そういったところのチ

ェックの問題。それから各省庁のどういった高官の

皆さんと実際どういった内容のお話があったのかと

。いうことをもう少し詳しく答弁をしていただきたい

そのことを含めて要調査事項としてお願いします。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、委員長から仲田委員に対して、

知事公室長等への質疑であればこの場で、

知事等へ答弁を求めるのであればその旨発

言するよう説明があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

仲田弘毅委員。

今、お願いをした要調査事項はぜ〇仲田弘毅委員

、ひ沖縄県知事から答弁をお願いしたいということで

質疑を続行してよろしいですか。

ただいま提起のありました要調〇渡久地修委員長

査事項の取り扱いについては、明 10月19日の委員

会において協議します。

仲田弘毅委員。

再度お聞きしますが、現所長―運〇仲田弘毅委員

天ワシントン事務所長のビザの取得に関しては、ど

ういった状況になっておりますか。

ビザにつきましては、前〇運天修知事公室参事監

、ワシントン事務所長はＢ－１でやっておりましたが

私につきましてはＬビザを承認いただいておりまし

て、今回、その発給の手続をするということになっ

ております。

ということは、Ｌ－１を取得でき〇仲田弘毅委員

る状況にあるということですね。

次に、ワシントン事務所から知事へのレポート、

つまりワシントン事務所から県への報告書は大体ど

のような状況で、月どの程度になりますか。

基本的に、週１回、毎週〇運天修知事公室参事監

末に報告しております。それから、公聴会やシンポ

ジウムなどの中で特に沖縄に関連するような発言が

あればその都度、随時報告をいたしております。週

報で見ますと、10月まで24回、それから毎月それら

。をまとめた内容で月報ということでやっております

そのようなことで関係部署、それから知事まで報告

をさせていただいているところでございます。

ことし１月に現地採用された方が〇仲田弘毅委員

いらっしゃいます。その現地採用の理由は基本的に

は何だとお考えでしょうか。

ワシントン駐在に○金城典和参事兼基地対策課長

おいては、事務補助として現地採用者を１名採用し

ております。その業務の内容といたしましては、電

話の受付、来客の対応、日程管理、文書の受付、資

料作成、その他補助業務を行っております。英語を

母国語としている者で、母国語を話す方と同程度の

英語を話せる能力を有しており、さらに日本語も堪

、能で文書の作成能力もあわせ持つという方とともに

もう一つ、沖縄の基地問題に関心のある者を選択し

て採用しております。

１の４の実績を含めて予算関係を〇仲田弘毅委員

見ると7369万6000円で そして実際の決算額が6657万、

7000円と。私は従来、一般質問の中で人件費を含め

てトータルで幾らぐらいになりますかという質問を

何回もさせていただきましたが、人件費に関しては

プライバシーの問題があるので答弁できませんとい

う返事でした。これは今回できますか。

事業費はワシントンコア〇謝花喜一郎知事公室長

社への委託が中心になっておりまして、人件費は本

庁で支払いをしております。この人件費の支払いに

ついては私も含めて全てそうなのですが、沖縄県の
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給与に関する条例に基づいて支給させていただいて

おります。ワシントン事務所の職員は現地採用を除

いてお二人しかおりませんので、そのお二人の職員

の給与については、大変恐縮ですが個人情報等でご

ざいますので控えさせていただければと。ただ、級

号給で所長は参事監―部長級クラスで、もう一人阿

波連という者がおりますが、彼は主査級の給与をい

ただいております。これはほかの職員と変わりなく

支給しているということでございます。

平安山前ワシントン事務所長は、〇仲田弘毅委員

領事館で通訳官もやっておりましたので英語に堪能

で通訳は必要ありませんでした。ですから、今回、

運天ワシントン事務所長が誕生して、阿波連さんと

いう通訳官が１人どうしても必要になってくると。

これは人件費の増額につながっているのではないか

ということで、これは県民から大きな指摘もありま

したが、それについてはいかがですか。

私はそういった感触は全〇謝花喜一郎知事公室長

く持っておりません。阿波連所長は御存じのように

沖縄県の基地問題に関してのエキスパートでござい

ます。そして阿波連さんは前職で知事の通訳をして

おりましたが、基地問題に関して知事の訪米等にも

同行しておりますし、そういった面でいわゆるトッ

プの交渉等をつぶさに見てこられている中で、ある

意味信頼関係の観点からも空気感というものをよく

御存じの方ですので、このお二人のペアは駐在職員

として最適任であると考えております。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、知事公室長から発言を訂正した

い旨の申し出があり承認された ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

謝花喜一郎知事公室長。

阿波連所長と申し上げた〇謝花喜一郎知事公室長

のは、阿波連主査の間違いでございます。

おわびして訂正させていただきます。

阿波連さんの力がないとか云々で〇仲田弘毅委員

はなく やはり経費という―これは県民の血税を使っ、

てワシントン事務所を開設しているわけですので、

そういった経費面をぜひ配慮していただきたいと思

います。

マーキュリー社との契約について、その契約はあ

りますか。

これも本会議でいろいろ〇謝花喜一郎知事公室長

御質問がありましたが、マーキュリー社とはコンサ

ルティングサービス同意書というものを結ぶことに

なっております。これはＦＡＲＡ登録の関連でそう

いった同意書というのが求められているということ

がございますので、同意書を結んだと。県との本来

の契約関係としてワシントンコア社と県の契約関係

はございますが、マーキュリー社とはＦＡＲＡ登録

の関連で同意書というものを提出しないといけない

ということで、同意書を結んでいると。これは沖縄

県のためにマーキュリー社が同意書を結ぶというこ

とでございます。

この同意書の調印は、何月何日に〇仲田弘毅委員

なっていますか。

2015年５月27日付となっ〇謝花喜一郎知事公室長

てございます。

４月25日になっていますけど。こ〇仲田弘毅委員

れは運天ワシントン事務所長のサインもちゃんと

入っています。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、知事公室長から５月27日とは平

成27年度の初回のものであり、４月25日と

は平成29年度のものである旨の補足説明が

あった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

仲田弘毅委員。

ワシントン事務所に関しては以上〇仲田弘毅委員

ですが、１つだけ知事公室に。

花城議員からもありましたが、不発弾処理につい

て、仲井眞県政時の平成11年、平成12年の糸満での

大きな事故の後、大幅に不発弾処理費用は増額され

てきて、国が一生懸命沖縄県の戦後処理をやってい

るということを我々は肌身で感じております。４億

円だった予算が30億円まで伸びてきて、今その処理

をどうしていくのかという中身において、これだけ

30億円も手当てされた中で、今後県としては国にど

のような要望・要請をやっていくのか、心構えとい

いますか、お気持ちを聞かせてください。

30億円の話がございまし〇謝花喜一郎知事公室長

たが、今年度、大分力を入れてございます。９月末

の上半期で当初予算の30億9100万円に対して、執行

済額が26億8200万円と執行率は87％となっておりま

す。ただ、先ほどもございましたが住宅等開発磁気

探査支援事業が83％となっておりますので、まだま

だ我々は執行率を高めるための取り組みとして市町

村や建築士への説明会などをしっかりやらないとい

けないと思っております。そういった中で国への要

、 、 、望ですが 我々からしますと より使い勝手のいい

沖縄の実情に合ったような不発弾処理事業の要綱に

、していただきたいということが根底にございまして

そういったことを事務局と内閣府の担当職員とで緻

密な意見交換を行って、例えば、場合によっては平
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日の朝早く処理をしなければならないといったとき

の手当も―土日は認められていますが、早朝の処理

は認められていないので、そういったものを認める

ようにとか、また深さのお話など細かいことを事務

局レベルで大変丁寧に調整させていただいて、国も

丁寧に対応していただいているところです。繰り越

しが認められたということもそういった一環ですの

で、しっかりと増加傾向にある不発弾対策について

我々自身も対応をしっかりできるように、これから

も行うとともに、より実情に合うような形の予算化

をお願いしたいと思っているところであります。

不発弾処理費用もそうですが、防〇仲田弘毅委員

音工事に関する仕様もコンターが見直される中で沖

縄県は約２倍に増額されています。ですから、今後

県としては執行体制をもっともっと強化して県民に

行政サービスができるように頑張っていただきたい

と要望して終わります。

休憩いたします。○渡久地修委員長

午後０時６分休憩

午後１時22分再開

再開いたします。〇渡久地修委員長

午前に引き続き質疑を行います。

宮城一郎委員。

主要施策の成果に関する報告書の○宮城一郎委員

１の４、ワシントン駐在員活動事業のところです。

このワシントン駐在所の役割ですが、沖縄からの

情報発信と現地での情報収集が主な目的と受けとめ

ております まず情報発信の部分について 平成28年。 、

度における成果と反省というところをお聞かせいた

だけたらと思います。

まず、情報発信といたし〇謝花喜一郎知事公室長

、 、ましては 米国向けのホームページをつくりまして

沖縄の実情をより詳しく発信できるようにしたとこ

ろでございます。また、国内向けにつきましてもワ

シントン駐在のホームページ、これは日本国民、そ

して沖縄県民向けでございますけれども、ワシント

ン駐在レポートということで、毎月、新たな情報を

発信していたところでございます。ただ、これは回

、数が少し限られていたということもございますので

今年度からは週報という形で５月から10月13日まで

ですが、これまで24回、毎週ワシントン駐在報告と

いうことで出させていただいています。これは、県

庁向けの情報提供でございますけれども、県民向け

にはまたこれとは別に月報という形で、公表可能な

部分についてはこれまでどおり発信をしています。

ただ、内容の充実化を図ったというところでござい

ます。

私の質疑が舌足らずでした。○宮城一郎委員

沖縄の実情をアメリカ本国、例えば連邦議員の皆

さん、補佐官の皆さんに対する情報発信という意味

で何か成果と反省をいただけたらと思っています。

平成29年度の活動○金城典和参事兼基地対策課長

状況について御報告します。

平成28年度で。○宮城一郎委員

通算の数字の中で○金城典和参事兼基地対策課長

平成28年度においては、291名の方々と面談をしてお

ります。それと、先ほど知事公室長からもお話があ

りましたが、平成28年12月には米国向けの英語版の

ホームページを開設して、それを充実している状況

にあります。さらに平成28年５月には、知事訪米に

おいて12名の連邦議会議員やモンデール元米国副大

統領等との面談ができ、沖縄に精通する８名の有識

者等との会議を開催したところです。さらに、こと

、 、 、し１月には 知事訪米において 同じ連邦議会議員

、 、国務省 国防総省など合計31名の方々と面談を行い

さらにジョージ・ワシントン大学において、公開セ

ミナーなどの場面で引き続き辺野古の新基地建設に

反対していく県の姿勢を伝えることができたという

のが実績ということで報告いたします。

それでは逆に、アメリカ本国から○宮城一郎委員

の情報収集の面での平成28年度の成果と反省等があ

れば、お願いします。

アメリカ本国からの情報〇謝花喜一郎知事公室長

収集の成果については、先ほど知事公室参事監から

291名の方々にお会いしたという話がありましたが、

そういった方々からは逆に沖縄県の実情について、

感想も含めてですけれども 十分にはまだ知らなかっ、

たという話などが出ています。ですから、向こうか

ら新たな情報をとるというよりも、沖縄の情報、実

情というのがいかにどのような形でこれまで伝わっ

ていたのかということを、こちらも知ることができ

たわけでございます。そういった沖縄の基地問題に

関する認識について相互に共通認識を持つというこ

とにおいて、こちらからも情報発信をして、相手方

も新たに知ったことを踏まえて、こういったことも

やっていただければという話もありますし、これま

で知らなかったという部分もありますので そういっ、

た意味で意見交換ができるということがある意味成

果でもありますし、課題としてこういったことが十

分ではなかったということについては、また課題と

して残っているところだと思います。そういったこ

とについても、またさらにそれを克服するような形

の対応を今後していく必要があると思っているとこ

ろであります。
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、 、○宮城一郎委員 今現在 既に着手されているのか

、 、あるいは将来的なのか ちょっとわからないですが

例えばよく日本国内においては日米の取り決め等が

まだ情報公開の期間に達していないということで、

我々の公知の事実とならないところでも、アメリカ

国内ではその期間を終えて、いろいろな方の目に触

れることができる情報が―公文書館ですとか、あと

そういった状況になくても、先般の稲田防衛大臣の

発言に起因するＧＡＯ―米国会計検査院での情報等

々、こういったものをワシントン事務所が収集して

いく役割等々について、これまで、あるいはこれか

らについてお考えがあるようでしたらお聞かせいた

だきたいと思います。

今、委員からございまし〇謝花喜一郎知事公室長

た ＧＡＯ―米国会計検査院の報告は 今年度になっ、 、

て駐在員から情報提供をいただいたということでご

ざいます。こういった観点から、昨年度と比べて、

やはりこちらから積極的に情報をとりにいくという

ような形で対応が変わりつつあると思います。それ

からＣＲＳやシンクタンク等が催すフォーラム等に

も積極的に参加することによって、米国における課

題等について情報が昨年度と比べてもより濃いもの

になっているという感想を持っているところであり

ます。

今、私が３点ほど―情報発信、収○宮城一郎委員

集、そして今、知事公室長から御答弁いただいた内

容等々、これが仮にワシントン駐在所を廃止した場

合に、得られる情報、発信できる情報というのはど

のように変わっていきますでしょうか。

昨年度は291名で、今年度〇謝花喜一郎知事公室長

に入ってからも延べ129名の方々とお会いしていま

。 、 。 、す そして 沖縄の実情を知っていただくと また

向こうの情報もとることができますし、公聴会での

話やシンポジウムへの参加の中でいろいろな情報を

とることができると。もし、仮に駐在所を廃止した

場合は、こういったものが全てとれなくなると。ま

たは、ごく限られたマスコミの発信に頼らざるを得

なくなるということがあると思っています。それか

ら、午前中に運天ワシントン事務所長からのお話で

もありましたけれども、日本部長―これは国務省、

国防総省のそれぞれの日本部長とも面談しています

が、そういった中で沖縄の実情をつぶさに、タイム

リーに伝えていると。今般の不時着炎上についても

すぐさま伝えることができましたし、日米地位協定

の問題についてもお伝えできるということで、やは

りワシントン駐在員の役割というのは、今、大変充

実されてきていると。これがなくなると、そういっ

たものが全てゼロになってしまう懸念さえあると考

えているところでございます。

おっしゃるところは、微減にとど○宮城一郎委員

まらず、影響はかなり大きい、マイナスの面で大き

いということで解釈していいですか。

私の感触ですが、そうい〇謝花喜一郎知事公室長

う感じを持ってございます。

逆に本会議でもある議員から意見○宮城一郎委員

がありましたが、予算を拡大する方向、それによっ

て今は着手できない―充実してきていると知事公室

長はおっしゃいましたけれども、さらに充実させて

いく必要性を痛感していて、今後、予算の拡大等の

検討については どのようなお考えを今お持ちでしょ、

うか。

ワシントンコア社への委〇謝花喜一郎知事公室長

託の関係ですけれども、今現時点で、ワシントンコ

。ア社にも2000万円ほどの調査を委託してございます

平成28年度は主に沖縄に関連のある方々、連邦議会

議員530名から81名ほどチョイスしてもらいましたけ

れども、今年度はさらにこれを超える情報収集・調

査をお願いしているところであります。そういった

観点からいいますと、おおよそ今年度並み、昨年度

並みの予算規模でできるのではないかと今考えてい

るところであります。

私もことしの２月に県の訪米団で○宮城一郎委員

はなくて、ある団体の訪米団で同じ時期にアメリカ

に行きまして、ある数カ所については、重複する場

所にも訪問させていただきました。その中で、米議

会調査局が、私たちの訪米が終わって帰ってきた後

に レポートを提出されたと聞いていますが レポー、 、

トの内容と、そのレポートが意味するところという

のを教えていただきたいのですが。

委員お尋ねの報告○金城典和参事兼基地対策課長

書については、ことし２月16日に出された連邦議会

調査局の報告書のことだと認識しております。その

中に記載されていることが、例えば「翁長知事は」

ということで 「判決が出たものの翁長知事は引き続、

き移設に反対しており、工事を阻止もしくはさらに

引き伸ばすその他の方策を進めている 。また別の。」

ページでは「大部分の沖縄県民は、政治的環境面及

び生活の質という組み合わさった理由において、新

たな米軍基地の建設に反対している 」というような。

記載がございます。こういった内容については、知

事が直接面談をされたり、今まで記者や訪米活動の

中で訴えてきた中身が記載されたものだと理解して

おります。

意味、価値という点で、どのぐら○宮城一郎委員
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いの影響があるのかというところは、いかがでしょ

うか。

この連邦議会調査○金城典和参事兼基地対策課長

局の報告書は、連邦議会全員に配られる資料だと認

識しております そういう意味では この資料によっ。 、

て沖縄県の今までの活動と考え方が全議員に広がる

価値があったと認識しております。

本会議で、数ですか、レポート数○宮城一郎委員

といいますか、連邦議会調査局が出すものがかなり

、大量に発行されるという質疑があったと思いますが

この辺を改めて詳しく聞かせていただいていいで

しょうか。

連邦議会調査局の○金城典和参事兼基地対策課長

2016年度の年次報告書によりますと、新規報告書な

どの件数は1197件、アップデートした報告書などの

件数は2471件となっており、計3668件となっており

ます。

この3668件の内訳ですが、沖縄に○宮城一郎委員

関するレポートは１件のみで それ以外はカテゴリー、

的には同一のものなどにくくられるのでしょうか。

先ほど私が報告し○金城典和参事兼基地対策課長

た内容ですが、一般に公開されている内容からいた

しますと、大きく分けると３つのカテゴリーに分か

れていまして、まず新規レポート及びその他一般配

付成果物、これが1197件。それ以外に先ほど言った

アップデート関係が2471件。それだけの区分しかな

くて、それの詳細についてはちょっと持ち合わせて

いない状況です。

では、3668分の１、沖縄に関する○宮城一郎委員

レポートがそうであるとして、3668件のレポートは

それぞれ3668分の１で等しい価値があると考えます

が、いかがでしょうか。

先ほどのレポート○金城典和参事兼基地対策課長

及びアップデートの件数、中身について、細かく調

査したことはないですが、今、委員がおっしゃるよ

うに同じ価値があるものとだと理解しております。

当山勝利委員。○渡久地修委員長

それでは、主要施策の成果に関す○当山勝利委員

る報告書の中の１の３、基地問題の解決と駐留軍用

地の跡地利用の中ですか、地域安全政策事業という

のがありまして、その中でＱ＆Ａ形式のパンフレッ

トが作成されていて 私も見ましたが まず平成28年、 、

度には何部作成されて、何部提供されたのか伺いま

す。

米軍基地問題に関○金城典和参事兼基地対策課長

するＱ＆Ａパンフレットについては、当初４万部を

印刷し、県内は全市町村、学校、図書館など、県外

は全都道府県、全市区町村、図書館、国会議員、報

道機関等に配布しております。配布部数につきまし

ては、当初３万947部を配布しております。

その配布された後の評価といいま○当山勝利委員

、 、 。すか 返ってきた声とか そういうのはありますか

本パンフレットに○金城典和参事兼基地対策課長

ついては、航空写真とか図表を多く活用しておりま

す。そのためわかりやすい構成となっていることか

ら、一般の方々からは、沖縄の基地問題がよく理解

できるといった評価をいただいております。

では、その下に地域安全政策調査○当山勝利委員

研究事業というのがありまして 「航空写真を有効活、

」 、 、用し というところが課題としてありますが 今後

航空写真というのはどういうもので、どのように効

果的に発信していかれるのか伺います。

今回、収集いたし○金城典和参事兼基地対策課長

ました航空写真の中身については、米軍基地関係が

21カ所、枚数で言うと582枚。それから自衛隊基地関

係が９カ所、63枚。米軍基地の返還跡地が５カ所、

49枚。計35カ所の694枚となっております。この写真

、 、は 今回のＱ＆Ａパンフレットにも活用しましたし

今後また我々のホームページなどにも活用したいと

思っています。また我々は５年に１回、沖縄の米軍

基地という冊子をつくります。これがことしつくる

予定なのですが、ここにも一応活用していきたいと

考えております。

それでは、総務部に伺います。○当山勝利委員

きのう決算特別委員会がありまして、その中で県

税の個人県民税の収入未済額が余り減ってはいな

かったのですが、納税機会の拡大ということで、総

務部で取り組まれていることがあるということです

が、その件についてどのようなことをされているの

か、御答弁ください。

県税の徴収対策としていろいろ○金城武総務部長

な取り組みを行っておりますが、まず全体的、総合

的な徴収対策として、自主納付に係る広報活動、そ

れから県民の納税機会の拡大ということで、例えば

郵便局やコンビニ、クレジット収納など、そういう

機会を拡充して徴収対策をとって効果を上げてきて

いると。それ以外にも徴収対策としては財産の差し

押さえから、自動車税の場合にはタイヤロックある

いはインターネットでの公売などそういう滞納処分

を強化することで全体として徴収率が向上してきて

いるというところでございます。

あと県民税について言いますと、平成17年度から

各県税事務所ごとに個人住民税徴収対策協議会とい

うことで、市町村と一緒になって情報共有しながら
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連携して取り組んでいると。そしてさらに、個人県

民税徴収対策チームということで、県職員を併任発

令し、市町村の職員と連携していろいろな取り組み

をしておりますし、市町村から逆に研修生として受

け入れて、徴税事務のノウハウを勉強していただく

というようないろいろな取り組みをしながら、全体

として徴収率向上に貢献していただいているところ

でございます。

過去５年間、県税ですか、収入済○当山勝利委員

額がふえて、それにつれて不納欠損、収入未済額も

減っているということで、皆さんがしっかり努力さ

。 、れているということがわかります それでもう一つ

不納欠損額について、きのう決算特別委員会で聞い

たところ、一般会計の不納欠損で九州のほぼ同じ財

政力指数の県と比べると 平均して九州の場合は１億、

6000万円ですが、沖縄の場合は２億3000万円余ほど

あります。この差について、少し開きがあるもので

すから、なぜそのようになっているのかもしわかる

のであれば御説明いただきたいと思います。

今、整理して、各県との比較で○金城武総務部長

普通会計という形で若干、一般会計だけではなくて

一部は特別会計も含まれておりますけれども、その

普通会計で見ますと、本県で約２億5000万円となっ

ておりまして、この財政力指数と人口規模で―これ

は九州というわけではないですが、類似県８県と比

較をしておりますが、そこが１億7000万円というこ

、 。とで やはり本県のほうが若干高くなっております

、その中で県税と諸収入で不納欠損が多いわけですが

、 、諸収入の不納欠損については 沖縄県が約7200万円

、それから類似県８県平均で約2600万円ということで

本県の主な不納欠損の内容でございますが、土木建

築部所管の県営住宅に係る損害賠償金、それから各

特別会計における貸付金がその内容となっておりま

。 、 、す それから 県税の不納欠損額で申し上げますと

これも本県の場合、県税で約１億7000万円の不納欠

損がありますが、これも財政力指数を類似―これは

９県と比較しておりますが、類似県の平均が約１億

5000万円ということで、これもまた2000万円ほど上

回っております。県税の不納欠損というのが、地方

税法に基づいて廃業、倒産、それから生活困窮など

の理由によりまして財産等がなく、徴収困難な場合

に適用される事案でありまして、年度によっていろ

いろと増減がございます。そういう状況になってお

りまして、若干高いという状況がございます。

ということは、生活に少し困って○当山勝利委員

いらっしゃる方の分の不納欠損額が出ているという

ことで、沖縄県の所得の低さというのがそういうと

ころにあらわれていると考えてもよろしいでしょう

か。

基本的にはそういうところも背○金城武総務部長

景に、倒産や生活困窮が原因で不納欠損に至ってお

りますので、そういうところも要因としてはあるの

かということを認識しているところでございます。

それでは警察本部に１点だけ伺い○当山勝利委員

。 、ます 主要施策の成果に関する報告書12の９ですが

サイバーセキュリティ対策の件について伺います。

事業の効果・課題の中の（２）サイバー防犯活動

等支援事業というのがありますが、これは平成28年

度で目標が何校あって、実際にできた学校の数とい

、 。いますか それが何校あるのかおわかりでしょうか

平成28年度中の防犯講話の○新里一生活安全部長

実施回数は928回で、対象人員は９万6171名となって

おります。これは前年に比べて、回数で204回、人数

にしまして3620人の増加となっております。ちなみ

に ことしの８月末現在につきましても 974回 ８万、 、 、

1896人 回数としましては昨年に比べて350回 7829人。 、

の増加となっております。

そういう対策はされてはいらっ○当山勝利委員

しゃるとは思いますが、サイバー犯罪の相談件数が

１月から６月まで過去最多ペースの790件ということ

で、ちょっと増加傾向というのが出ております。な

かなか対策といいますか、子供たちに対してこうい

うことをすると危険ですよというようなことはされ

ていますが、それがなかなか数字にあらわれてきて

いない要因は何かおわかりでしょうか。

御案内のとおり、最近は中○新里一生活安全部長

学生、小学生までスマートフォン等そういった携帯

電話の普及が著しく増加しております。そのような

中で、県警察では各学校等を回りまして、サイバー

犯罪防犯講話というものを行っております そういっ。

た意味で、これまで警察に相談しなかったものも積

。 、極的に相談が来るようになってきています さらに

サイバー犯罪という新しい形の犯罪がどんどんふえ

てきておりまして、そういった意味での相談といい

ますか、それが増加をしている要因になっていると

思っております。

ということは、そういう啓発活動○当山勝利委員

を広めているので、逆に相談件数がふえてきて、重

大犯罪にならないよう未然防止になっていると捉え

てよろしいですか。

防犯講話など、広報啓発活○新里一生活安全部長

動を広めているということについても、増加の要因

になっていると考えております。

ただ、中学校・高校とこういうサ○当山勝利委員
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イバー犯罪の講話を聞いていると、危ない、危ない

という一辺倒の講話なものですから、なかなか子供

たち―見ている親も含めて食傷ぎみになってしまう

のです。何度も同じような話を聞かされるので。も

う少し子供たちに興味を持ってもらえるような形で

やってもらえたらなということが、やはり父兄の中

にはあるのです。例えば、モバイルプリンスみたい

な方がいらして、一般の方がうまくスマホを使うよ

うな使い方を教えると。そして、それと同時にそれ

が行き過ぎると犯罪になりますよとか、犯罪に会う

可能性が高いですよというようなことを、スマホを

使ううまいやり方プラスやり過ぎると犯罪になるみ

たいな、そういう賢いやり方というのはできないの

か、検討していただけないかと思いますが、いかが

でしょうか。

先ほど申し上げましたよう○新里一生活安全部長

に、県警察ではサイバー犯罪の防止に向けた広報啓

発活動の一環として、広く県民や児童生徒を対象に

したサイバー防犯講話を行っています。御質疑のよ

うな、例えば企業であるとか、団体と連携した取り

組みについてですが、県警察ではスマートフォンな

どの安全な使い方を普及啓発する企業、例えばＮＴ

ＴやＯＣＣなど、そういった企業の方々、それから

先ほど委員からもありましたが、団体としてモバイ

ルプリンスや沖縄市にネットいじめパトロール隊と

いう団体等がありますけれども、そういった方々と

児童生徒が多く使用するツールの利用方法や安全に

使うための指導方法について情報交換をしておりま

して、そういった内容を取り入れたサイバー犯罪防

犯講話を行うということに努めております そういっ。

た中で、サイバーセキュリティを専門とする企業等

と連携した取り組みというものを現在推進している

ところであります。ただ、県警察では数多く防犯講

話を行ったり、平均300回ぐらいやっておりますけれ

ども、そういった中で企業の方々などと合同でやる

という場合には、各企業側の日程等に制約がありま

して、一緒に講話を行うことが難しい面もございま

す。そういう意味では県警察が重点となった防犯講

話を行っているということが実情でございます。

ぜひ子供たちが興味を持てるよう○当山勝利委員

なやり方でお願いしたいと思います。よろしくお願

いします。

仲宗根悟委員。○渡久地修委員長

それでは、知事公室のほうからお〇仲宗根悟委員

願いします。

米軍基地関係を所管する部署ですので、日々、大

変な御苦労をされているという意味では、皆さん大

変御苦労をしているというのが実感ですけれども、

きょうこの機会ですからひとつ米軍基地の返還後の

跡利用について少し教えていただきたい部分があり

ますのでお願いしたいのですが、皆さんが返還後、

跡地を利用するに当たって、どの辺までかかわりが

あるのかという点で、一向に進まない跡利用の事業

として いろいろな事業があるわけですが そういっ、 、

たときに横連携といいますか、管轄していた部署が

後押しをするとか、支援策がないのかというところ

があったりします。その辺のところはどうですか。

基本的に、跡地利用につ○謝花喜一郎知事公室長

きましては企画部で跡地利用推進法を所管してござ

います。それに基づきまして、支障除去措置、そう

いったものも企画部が中心に行っています。それか

ら、市町村への跡池利用計画についても、企画部の

ほうで市町村と連携しながらやっていただいている

ということでございます。支障除去措置の際に、企

画部から環境部など各部局へいろいろ意見を求めて

まいりますので、その中で知事公室は所管する部と

して、場合によっては、それぞれの市町村の意向等

も踏まえた意見を提出するという、そういった対応

でございます。

ここまでお答えいただけるかと思〇仲宗根悟委員

いますが、事業ごと―区画整理を入れるのでしたら

入れる、それから町並みをつくるのならつくる、そ

して農業基盤整備を導入したいということが地元の

意向、地主会の意向だとします。ところが農林水産

省の高いハードルとか、いろいろクリアしなければ

いけない課題が突きつけられると。そこで、せっか

くの軍用地跡利用の計画なのでスムーズにいけるよ

うな仕組みといいますか、そういったところの横の

連携をぜひ後押ししていただきたいと。農林水産省

がこう言っているから無理だとか、クリアしなくて

はいけない部分があるのだというような事例が見ら

れるものですから、おっしゃるように農林水産部、

土木建築部以外にそういった後押しができるような

横の連携、そういう仕組みづくりで押し上げていた

だけるような方法がないのかということでお聞きし

ました。

先ほども御答弁申し上げ○謝花喜一郎知事公室長

ましたように、企画部のほうで跡地利用推進法を所

管しております。跡地利用推進法は、今般返還され

た土地だけではなくして、既に返還された駐留軍用

地についても所管しております。それについては、

跡地利用を円滑に推進するという観点から跡地利用

推進法はできてございますので、その観点から、例

えば事業の見通しとか、事業計画をつくる過程の中
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においてさまざまな課題というのが、委員御指摘の

ように、出てくると思われます。これについても国

の責務としていろいろ積極的に対応するといったこ

、とが条文等の中に基本的な精神としてありますので

そういったことを踏まえて関係部局において国との

調整がなされるものと考えております。

、 、〇仲宗根悟委員 実は 実現するまでといいますか

実施計画を入れて、この間、結構な時間を要する事

例というのが多々あるものですから、そういったこ

とを踏まえながらも最近ではその法律に基づいて、

さっさとスムーズにやるべきだろうと。また、その

ように地主も願っていますし、これが初代から次代

にわたるような期間も見受けられたりするものです

から、そういった形でもスピードアップを図ってい

ただきたいですし、横連携も図っていただきたいと

いう思いで質疑させていただきました。

私も嘉手納基地に隣接して過ごして、生活してい

る者の一人としては、嘉手納飛行場をめぐる基地の

あり方ですとか、訓練のありようを依然として聞き

入れてもらえないのかと。パラシュートにしても、

。 、昨年から続いてことしで３回目を数えると そして

７月７日には常態化したような訓練のありようを嘉

手納飛行場に関する三市町連絡協議会―三連協を通

じて、県も一緒に政府へ要請に行かれていますが、

、 、そのときの受け方といいますか 感触といいますか

どういった要請内容で、どういったことを希望しま

したか。

今ありましたように、嘉○謝花喜一郎知事公室長

手納飛行場―これは本来ならば伊江島でやるという

のが、沖縄に関する特別行動委員会―ＳＡＣＯの合

意事案だったと思っております。それが日米合同委

、員会で例外が一度認められたことをきっかけとして

これまではそれほどまで回数は多くなかったのです

が、１年に１回あるかないか、数年間なかった時期

もあったわけですが、今年度になって３回も連続し

て繰り返され、常態化の懸念があるということがあ

りました。三連協としても大変危機意識を持ってご

ざいました。我々としてはＳＡＣＯの最終報告の趣

旨に基づいて行うべきだということで、三連協の方

々の気持ちがよく理解できました。それとあわせて

その時期に、旧海軍駐機場の使用というものもござ

いましたので、これはまた地元嘉手納町の強い思い

で、20年来―当初の要望からすると30年来の要望で

したが、これもまた形骸化されているということが

ありましたので、我々としてもこのまま放置できな

いということで、ある意味、県から嘉手納町長等に

申し入れを行って一緒に要請を行わせていただいた

ところでございます。

我々、米軍基地関係特別委員会の〇仲宗根悟委員

中でも嘉手納基地の視察を入れながら、また嘉手納

町役場の担当職員からも説明をいただきながら、現

場を視察してきました。そして、嘉手納町長とも意

見交換の場が持てましたが、さすがに旧海軍駐機場

を移設するまで―おっしゃっていたように20年来か

かってようやく移設を完了する工事まで至ったと。

以前は、30年、40年もかかって、訴えの中でやって

きたと。前嘉手納町長の宮城さんあたりも、沖縄市

側に寄せていただけないかということで、沖縄市長

とも交渉しながらやっとの思いでこぎつけて、この

歴史の中でやってきたことなのだと。しかも、住宅

に近い状況にあるというところで、もう住めない状

況になっていると。そして、住む空間も制限がある

といった状況の中で嘉手納町から別地域へ移転せざ

るを得ないような方々もいらっしゃるという、切実

な町長の訴えもありまして、この旧海軍駐機場につ

いては何としてもＳＡＣＯ合意を守っていただきた

いということが町長の意見でありました。それに沿

うように、県もしっかりと国に要請をしたと思って

います ただ パラシュート降下訓練については７月。 、

に要請に行ったにもかかわらず、また９月には強行

してきたというところがありまして、どうも国の米

軍に対する言い方が弱いのかと思ったりもするもの

ですから、これは絶えず県もしっかりと声を上げて

いくべきだと思いますが、その辺はいかがですか。

先ほども答弁しましたよ○謝花喜一郎知事公室長

うに、ＳＡＣＯの最終報告の趣旨に基づいて、日米

合同委員会で例外というものが認められてしまった

と。その例外が常態化することが大変問題だと思っ

ています。ですから、我々が７月の時点で要望した

というのは、８月17日に日米安全保障協議委員会―

２プラス２が開かれるということがありまして、そ

れにぜひ議題としてのせてもらいたいということを

申し入れたところです。小野寺防衛大臣からは、そ

ういった話は行ったということですけれども、ぜひ

この部分については引き続き―我々は本来、例外を

認める立場ではありませんけれども、常態化するこ

とのないようにということは強く求めてまいりたい

と思いますし、運天ワシントン事務所長もこの部分

については強く申し入れをしているところでありま

す。

ぜひ求め続けて実現していただき○仲宗根悟委員

たいと思います。

次に総務部ですが、主要施策の成果に関する報告

書の２ページ―２の３ですか、行政改革推進、効果
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と課題ということで載ってはいますが、平成28年度

はどういった項目で、どういった成果が上がったと

いうことを述べてください。

第７次プラン―現行プラン○茂太強行政管理課長

ですが、推進項目として全部で29項目ありまして、

その中の26項目で計画どおり順調に実績を出してい

るという形になります。３項目についてはややおく

れという形になっています。それから財政効果とし

て、平成28年度の財政効果目標額が15億9900万円で

ございますが、実績として約33億4100万円となって

いまして、目標額を17億円程度上回っているという

状況になります。

効果はあれですけれども、ただ、○仲宗根悟委員

一つ懸念といいますか、心配といいますか、行政改

革はある一定程度するべきだろうという立場でいま

すが、職員が数字を上げるために相当な難儀をして

いないかとか、あるいはメンタル部分で相当まいっ

た状況が生まれてこないかというところが非常に心

配で懸念があるところですが その辺はいかがでしょ、

うか。

長いスパンで少しこれまでの取○金城武総務部長

り組みを申し上げますと、国の三位一体改革とか、

あるいは公務員制度改革等々、急激な環境変化の中

でいろいろな取り組みが求められて、これまで数次

にわたりまして行政改革を推進してまいりました。

その中で、例えば、社会福祉施設の民間移譲や指定

、 、管理の導入 それから中央保健所の那覇市への移管

あるいはＩＣＴの活用による業務の縮減というもの

をかなりやってきまして、それに伴って職員もかな

り削減をしてきたのは事実でございます。ただ近年

は、国の一括交付金制度が創設されまして、業務が

やはりふえてきているという状況もございまして、

最近は若干増加傾向に転じております。それは業務

量を見ながら、業務の効率化を当然に図りながら、

それでもやはり厳しい職場にはそういう職員の配置

を進めていくという形で、今、取り組んでいるとこ

ろでございます。あと、メンタルの部分について確

かに休職者の中の割合としてはふえていますが、メ

ンタル職員の数そのものは大体横ばいの状況でござ

います。ただ、それも非常に重要な取り組みでござ

いますので、いろいろな職員の各階層ごとの研修を

行ったり、ストレスチェックというものを平成28年

、 、度からやっておりますし 医師による面接指導とか

担当の保健師、そういう相談体制も従前よりは充実

を図ってきておりますので、できるだけそういう職

員を出さないように、業務過重にならないようにと

いうことを心がけて、今後も取り組んでまいりたい

と考えています。

優秀な職員が県庁にはそろってい○仲宗根悟委員

ますので そのために休職したり 穴をあけたらもっ、 、

たいないところも甚だしい話になりますので、ぜひ

頑張っていただきたいと思います。

最後に、県警本部にお願いしたいと思います。

今月11日から20日までということで全国地域安全

運動が展開されているということで、選挙でこれが

かき消されているのかという思いがありますが、そ

、の中で生活安全部長が新聞に寄稿されておりまして

、 。 、現在 犯罪も減少傾向にあるのだと しかしながら

減少傾向にあってもふえつつあるのが特殊詐欺行為

ということを新聞で述べられていますが、2004年か

ら始まったちゅらさん運動はどういう展開でここま

で来ているのか、そして犯罪の件数もどういう傾向

で来ているのか、その辺のところを御説明いただけ

ませんか。

平成14年に本県では２万○新里一生活安全部長

5000件余りの刑法犯認知件数が発生しまして、これ

は戦後最悪、過去最悪でしたけれども、その後、平

成16年４月１日にちゅらうちなー安全なまちづくり

条例が施行されまして、それに伴ってちゅらさん運

動がスタートしたわけであります。ちなみに、ちゅ

らさん運動がスタートしてことしで13年目になりま

す。そういう意味で、平成15年から14年連続で犯罪

は減少しておりまして、昨年は１年間で8082件の犯

罪が発生いたしました。これはピーク時の平成14年

の２万5000件からしますと、３分の１に減少したと

いう状況になっております そういう意味では ちゅ。 、

らさん運動の普及拡大が犯罪の抑止にも大きく影響

していると考えております。

生活安全部長がおっしゃっている○仲宗根悟委員

ように、防犯思想の高揚に向けての取り組み、そし

て常に情報を発信しながら犯罪を減らしていく、撲

滅に向けていくという意味では、自治会あたりでも

参加しますと、自治会長から月々に所管の署からそ

ういう事例が今、発生していますとか、いろいろ飲

酒運転であったり、刑法犯の身近な犯罪があります

という内容で情報が伝えられてくるのですが、その

情報を―もちろん自治会に加入されている方々はそ

ういう形でできるわけですが、登壇の中でも寄稿さ

れて、意識、啓蒙活動が非常に大事だと思います。

もう一つは皆さんが組織した防犯組織ですか、あれ

が一番大きなウエイト、広がりがきているのではな

いかという気がします。今、この防犯組織といいま

すか、どういう推移で来ているのでしょうか。

いわゆる防犯ボランティア○新里一生活安全部長
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団体ですが、これはちゅらさん運動が始まったころ

の平成15年には県内で98団体、構成人数としまして

。 、は4031名の方々が活動していました それから年々

年々、ボランティア団体がふえまして、ことし８月

末現在ではボランティア団体として729団体、２万

4400名余りの方々が防犯ボランティアとして各地で

活動しております。

犯罪の起こりにくい地域づくりと○仲宗根悟委員

いう面では、この防犯ボランティアの結成、おっ

しゃったように２万人余りですか、729団体も98団体

からふえてきたという意味では、地域ぐるみで犯罪

を犯さない、起こりにくい地域社会づくりをしてい

こうという動きの中だと思います。そして、今おっ

しゃった数字が今後の見通しといいますか、言い方

が悪いですが、まだ組織されていない部分とか、企

業とか、いろいろ要素というのはあるのですか。

防犯ボランティア団体をふ○新里一生活安全部長

やすことも当然大事ですが、団体の皆さん方の防犯

活動が真に実行あるものとなるように、活動できる

ように団体の方々に対する指導、教養ですとか、タ

イムリーな情報発信など、そういったものを絶えず

続けながらより団体の皆さん方の活性化を図りなが

ら、真に効果のあるような防犯ボランティア団体に

していきたいと考えております。

ぜひ犯罪のない地域社会、沖縄県○仲宗根悟委員

を目指しながら頑張っていただきたいと思います。

新垣光栄委員。○渡久地修委員長

まず初めに、主要施策の成果に関〇新垣光栄委員

する報告書の１の４、ワシントン事務所に関してお

聞きしたいと思います。

このワシントン事務所は基地問題解決に向けてと

いう実施項目でつくられていると思いますが、私が

訪米したときに向こうの議員の皆さんから、ヒュー

マンライツ的なＮＧＯ―人権団体とのつながりが有

効ではないかというアドバイスをいただきました。

そういう人権団体とのつながりというのは今お持ち

ですか。

人権団体については、こ〇運天修知事公室参事監

れまでも事務所に来られた団体については対応して

きているところでございます。

なぜ、こういう質疑をしたかとい〇新垣光栄委員

うと、ぜひこういう団体を沖縄県につくったほうが

いいというアドバイスを受けました。そこで、私た

ち沖縄県の施策として、平和協力と外交、地域への

、 、貢献ということで これは知事公室ではないですが

子ども生活福祉部にあります。子ども生活福祉部で

は、基地から派生するいろいろな人権、基地問題に

関して荷が重いのではないかということで、私はそ

の人権に関する、基地から派生するいろいろな事件

・事故も含めて、知事公室で一度引き取って新たな

編成が必要ではないかと思っていますが、その辺を

どのように考えていますか。

沖縄県におきまして、国〇謝花喜一郎知事公室長

際社会における平和発信拠点というのが大変重要と

いうことで、委員から御指摘のように、子ども生活

福祉部で平和の礎、平和祈念資料館、そして平和賞

と、それを３点セットとしていろいろさまざまな平

和発信事業を行っています。今、お話にありました

平和・人権問題について、本会議での答弁を私も聞

いてございましたけれども、さまざまな方面から模

索してまいりたいというような趣旨の御答弁をいた

だいておりますので 子ども生活福祉部においてしっ、

かり御検討いただけるものと考えております。

子ども生活福祉部からの意見では〇新垣光栄委員

なくて、今、事件・事故で民間の民事として扱われ

た場合、補償金が入らないとか、国際弁護士を立て

ないといけない、そういういろいろな観点から解決

。 。するのは難しい 何らかの組織が必要ではないかと

そうした場合、大まかな人権であればいいですが、

基地から派生する特殊事情ですよね。それを子ども

生活福祉部に任せるのではなくて、もう一度―沖縄

21世紀ビジョンでは、平和・人権問題を研究する研

究所を設置するとうたっていて、実施、推進状況も

おくれているわけですから、やはり機能していない

と思います。それとは別に、やはり知事公室で一度

引き取って考え直したほうがいいのではないかと思

いますが、もう一度答弁をお願いします。

確かに、米軍人等による〇謝花喜一郎知事公室長

事件・事故の場合の対応ということについては、知

事公室も関心を持っているところでもあり、ごもっ

ともだと思っております。公務中の事件・事故の場

合につきましては、日米地位協定にしっかりと定め

がございます。これは日本国の自衛隊の行動から生

ずる請求権に関する日本国の法令に基づいて対応す

ることになっておりまして、アメリカ合衆国のみが

責任を有する場合には、賠償額の25％を日本国が、

そして米国が75％と。また、それぞれに責任がある

。 、場合には均等にするという規定がございます また

公務外の場合につきましても、しっかり日本国の当

局が報告書を作成して、米国はその報告書に基づい

て額を決定するという大きな枠組みはできておりま

す。また、平成８年12月の運用、これはＳＡＣＯ合

意の運用改善により、慰謝料や見舞金の支払いの手

続、前払いの請求、無利子融資制度、そういったも



－68－

のももろもろできてございますので、そういった観

点で対応が可能になっているものと思います。これ

は基本的に、県内で起こった場合には沖縄防衛局等

を通してなされているものと考えております。

確かに制度はできていますが、や〇新垣光栄委員

はり申請に一般の方が対応するとしたら難しいわけ

です。そして今、支払いが何年もおくれている事例

が出てきているわけですから、そういうのを補佐的

に対応する部署の設立等もあっていいのではないか

ということで提起をしておきますので、よろしくお

願いします。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書の総

務部の２の３、行政改革ですが、予算特別委員会で

も基金の運用についてどのようになっているかとい

うことをお聞きしました 今 本県では1369億6793万。 、

4000円の基金があって、運用益が２億円程度だと。

今、2013年度の運用を見ると1.7％程度、全国の平均

で10.1％ということで、かなり基金を積み立ててい

る割には運用ができていないと 運用することによっ。

て自主財源の確保にもつながり、行政改革としての

有益な取り組みではあると思いますが、そのような

見解から総務部としてはどういう見解を持っている

かお願いします。

あらゆる方策で自主財源を確○宮城嗣吉財政課長

保するということは大事なことでありまして、基金

の運用益につきましても一番有利な方法で運用する

ようにということで、会計課を中心に各部とそのよ

うな取り扱いをさせていただいています。

今、この基金の管理は個別で管理〇新垣光栄委員

しているのか、一括管理しているのか。

基金を設置する所管課で管理○宮城嗣吉財政課長

しておりますけれども、運用につきましては会計課

を通して運用しております。

定期償還とかが基金の中にあった〇新垣光栄委員

りして、市町村の場合はほとんどが定期償還になっ

ていますが、県の場合は満額一括償還になっている

のでしょうか。

休憩いたします。○渡久地修委員長

（休憩中に、財政課長から償還とは起債のこ

とか確認があり、新垣委員から減債基金の

対象となる起債の償還方法についてである

旨の説明があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

宮城嗣吉財政課長。

今の御質疑は、県債―県の借○宮城嗣吉財政課長

金の返済方法だと思いますが、それにつきまして各

県では、満期に全額一括返還という方式をとってい

る場合もありますが、県においては５年、10年また

は20年という形で元金均等で返済するのが一般的で

す。

ぜひそういう短期的な基金や流動〇新垣光栄委員

的なものは置いておいて、固定的な基金は自主財源

確保のためにもぜひ運用してほしいと思っておりま

す。そして今回の決算を見ていて、いろいろ数字的

によくなっていて、職員の皆さんも頑張っていると

思いますが、問題はやはり自主財源だと思っていま

すので、観光税を導入できないかと提案したのです

が、どうしても沖縄県は投資的経費が大きいもので

すから、ぜひ観光税を入れて投資的経費に回せば大

分よくなるのではないかと思っていますが、観光税

についてよろしく。

新たな財源を確保することは非○金城武総務部長

常に重要なことだと思っております。過去の、経緯

を少し申し上げますと、新税の導入ということで、

たしか平成20年度から平成25年度にかけていろいろ

検討した経緯があります。そのときには、外部の専

門家も含めていろいろな議論をしていただきました

が、やはりその当時、消費税の税率引き上げとか、

観光関連の産業への影響もいろいろあるということ

で、総合的に考慮した結果、平成25年時点では、新

たな法定外目的税の導入は難しいということで、当

時そういう結果になっています。ただ、御指摘のよ

うに、いろいろ多様化する行政需要に対応していく

ためには、法定外目的税も含めて検討する必要があ

るだろうということで、いろいろな意味で各方面か

らの情報収集に努めているところでございます。

ぜひ、この目的税の議論、観光税〇新垣光栄委員

の議論を早目に進めていただきたいと思います。投

資的経費がこれだけふえてくると財政も厳しくなる

と思いますし、また、投資的経費を使わないで投資

しないと魅力ある観光整備もできないと思いますの

で、ぜひその辺は議論に上げていただきたいと思っ

ています。

続きまして、所有者不明土地管理特別会計につい

、 。て この事業はいつごろ完了する見込みでしょうか

所有者不明土地は、沖縄戦に○下地常夫管財課長

より土地の公図や公簿等が消失して、戦後の米軍に

よる土地所有権認定作業や琉球政府による地籍調査

において所有者が判明しなかった土地、これは沖縄

の復帰に伴う特別措置に関する法律―沖縄復帰特別

措置法第62条に基づき沖縄県及び市町村が管理して

いるところです。基本的には、真の所有者に返すま

で県または市町村が管理するということでやってお

りまして、現在、その管理を続けておりますが、平
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成24年から実態調査等を進めて、抜本的解決策に向

けて国に対して調整、要望等をしているところで、

まだ解決のめどという形までは至っていないところ

です。

大分課題、問題点があると思いま〇新垣光栄委員

すが、この特別法がなくなったときに、この所有者

不明土地というのは国のものになってしまうのです

か。

法的ないろいろな課題があろう○金城武総務部長

かと思いますが、これは当時―平成20年度、新たな

特別措置法ができる前に弁護士や大学の先生を含め

て検討会を設けて、いろいろ検討をしていただいて

おります。その中で出てきたのが、要するに所有者

不明土地というのは、所有者がどこかに存在してい

ること、所有者本人が死亡している場合でも相続人

が存在する可能性があること、所有者本人等を探索

することが事実上不可能であるにすぎないこと等を

もって―要するに無主物とみなして国庫に帰属する

ということは妥当ではないというような検討委員会

からの報告書がございまして、それをもとに検討し

て、特別措置法ができるとき、新たなそういう改正

のときに県としていろいろ国に対して要望といいま

すか、提言をしているところでございます。先ほど

管財課長からもありましたように、附則の中で、国

において実態調査を踏まえて、それをもとに措置を

するという文言が附則の中にうたわれているという

ことでありまして、県としてはやはり県民の貴重な

財産として活用できるようにということで 去る８月、

の江崎大臣が就任したときにもそういう要望をして

いるところでございます。

やはり長期的に考えると、国に帰〇新垣光栄委員

属するようになると思います。そうすると、先ほど

言われたように私たち県民の財産でありますので、

これを沖縄県が今、管理しているわけですから、悪

意的取得ということで本来ならば裁判を起こして県

のものにすることができると思いますが、その辺は

考えていませんか。

県では、沖縄21世紀ビジョン○下地常夫管財課長

基本計画の中でも、この所有者不明土地を戦後処理

問題の一つとして位置づけておりまして、基本的に

県民の貴重な財産として将来の沖縄のために有効活

用が図られるよう立法措置を含めた諸問題の解決を

国に強く求めるという形にしております。おっしゃ

るとおり、沖縄復帰特別措置法が今後どうなってい

くかわかりませんが、その抜本的解決策をどうする

かということについては、今やっている実態調査と

並行して抜本的解決策の検討を当然行ってもらいた

いということ。そして、その解決策に当たっては、

県民の貴重な財産として有効活用を図ってもらえる

よう国に要望しているということです。

私は県に土地の時効取得をやって〇新垣光栄委員

いただいて 登記していただいて 県民のために使っ、 、

たほうがいいと。そのときに悪意の取得と善意の取

得があると思いますが、はっきりそういう取得に向

けて、その考えのもとそろそろ動き出してもいいの

かと思っていますので、ぜひその辺も検討していた

だきたいと思います。よろしくお願いします。

最終的に、これはいろいろな財○金城武総務部長

産権の問題、要するに憲法との関係とか、法律的な

いろいろな課題があるという話は国からいろいろと

聞いております。そういう意味では、沖縄県単独で

云々ということはなかなか難しいところがあると。

ただ、今、県と市町村で一体となって管理していま

すので、そういう意味では、しっかりと沖縄県の財

産、県民の貴重な財産として使えるようにこれまで

も要望してきましたし、これからも市町村を含めた

県民の声をしっかり伝えて、県民の貴重な財産とし

て活用できるように、引き続き国に働きかけをして

いきたいと考えております。

ぜひ、しっかりと目標を設定する〇新垣光栄委員

というのはおかしいですが、守るという意味でも、

しっかりプランを立てて実行に移していただきたい

と思います。

最後に公安委員会ですが、今、信号機とか白線が

消えている問題で大分こちらにも要請が来るのです

が、その辺の予算が十分であるのかどうか。

まず信号機ですが、平成28年〇梶原芳也交通部長

度は新設の要望が20件ございまして、私どものほう

で予算措置をして対応したのは５基でございます。

ただ、道路改良等によりまして、既存の信号機でそ

の必要性が低くなっている部分、こういったものを

移設して対応したものが４基ということで 平成28年、

度中は計９基信号機を設置しております。新設だけ

の話になりますとこういう数字になるのですが、実

は県内には信号機が2000件余りございまして、この

維持管理といいますか、これが非常に多くの割合を

占めておりまして、そういう信号機を改良したり、

更新したりする予算として６億円余りを予算措置し

てございます。先ほど申し上げましたが、新設とし

ては５基、これにつきましては約2400万円ですけれ

ども、既存の信号機の改良とか更新、これに６億円

余りのお金を要しております。

次に、白線というお話でございましたけれども、

私どものところでは白線という言葉は使わずに道路



－70－

標示という言葉を使っております。この道路標示に

つきましては、平成28年度は約１億4000万円を措置

してございます。

、 、〇新垣光栄委員 停止線等 道路標示ですけれども

大分薄くなったり、消えたりしているところがあっ

て、危ないと思っていますが、どのように道路標示

の点検をしていますか。

まず道路標示といいますか、〇梶原芳也交通部長

その線をどこが管理しているかというお話をさせて

、 、いただきたいのですが 警察で管理いたしますのは

一時停止とか横断歩道、あるいは進行方向を示す表

示だったりなど、いわゆる規制の部分になります。

一方で、道路中央線とか、車線境界線あるいは車道

外側線と言われているものにつきましては道路管理

者が管理することになります。それぞれがそれぞれ

の管理するものについて責任を持って維持管理して

いるということになります。私どものほうでは、各

警察署で通常の勤務を通して薄くなっているところ

を把握する、あるいは業者に委託している部分もご

ざいますので、そういったところか上がってくるも

の、あるいは県民から意見・要望を吸い上げるとい

う、県警のホームページ上にそういう場所を設けて

ございますので、そこに来たものなどを吸い上げま

して、沖縄本島から宮古、八重山までを毎年大体約

20回に分けて整備をしております。ここは危ないの

ではないかというようなところにつきましては臨時

に対応いたしますけれども、やはり予算の効率的と

いう部分からいたしますと、ある程度まとまったと

。 、 、きに一括して行っていくと そうしますと 効率的

効果的な予算の執行ができるということで、そうい

う対応をいたしております。

そういう要望に対して、今の予算〇新垣光栄委員

では何％ぐらい対応できていると思っていますか。

交通環境整備というところで〇梶原芳也交通部長

ありますと18億円余りの予算がございますが、その

中の14億円余りが交通環境施設整備という部分に

なっています。ですので、例えばの話で申しわけな

いですが、信号機は現在2100基余りあります。これ

を制御する制御機がございますが、これは一般的に

耐用年数が19年と言われています。そうすると毎年

100基やっても21年かかってしまうということになり

ます。それから私どもの持っている道路標示の総延

長をことしの予算で割っていきますと８年ぐらいか

かりますが、やはり皆さんからは薄くなっていると

ころが多いということで、そこの部分についてもっ

と早めないといけないということになりますので、

どうしても少しずつできない部分が出てきてしまう

という部分がございまして、そういうことがないよ

うにということで維持管理に努めているところでご

ざいます。

比嘉瑞己委員。○渡久地修委員長

。○比嘉瑞己委員 最初に知事公室からお願いします

主要施策の成果に関する報告書から１の１、辺野

古の対策事業についてお聞きします。報告書の下に

課題として「最高裁判決を受けて、埋め立て承認取

り消しを取り消したことから原点に戻った。今後は

公有水面埋立法に基づく手続等について厳正に確認

していく必要がある 」とありまして、これは基本的。

な姿勢だと思いますが、最初にその姿勢について知

事公室長の認識を確認させてください。

、〇謝花喜一郎知事公室長 最高裁判決に従いまして

県は埋め立て承認取り消しを昨年12月に取り消しい

たしました。こちらにも書いてございますように、

原点に戻ったということで、これからは埋め立て承

認が有効になったということを前提にさまざまな手

続に対応する必要があるということを記載している

ところでございます。これがおっしゃるように我々

の基本でございます。

法に基づいて県もちゃんと対応し○比嘉瑞己委員

ていくということだと思います。それで、知事の権

限はたくさんあるわけですが、平成28年度、昨年を

振り返って１点お聞きしたいと思います。辺野古の

地盤、護岸工事にかかわる海底地盤が軟弱という指

摘がありまして、実際、私たちも辺野古に調査に行

くと、当初、初期の段階で終わるはずのボーリング

調査が昨年は継続して続いていたように思います。

当初の国のボーリング調査の中身というのは、どう

いう中身を報告しているのでしょうか。

当初〇多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課長

のボーリング調査というのは、護岸の設計とかそう

いったものの詳細を決定するためのものでありまし

て、平成26年７月に、当初は県の岩礁破砕等に関す

る協議書ということで21カ所が予定されておりまし

た。その後いろいろ変更がありまして、平成28年２

月には24カ所が行われたものと承知しております。

その後、今度は大型掘削船―ポセイドンによる海上

ボーリング調査、これが15カ所追加されているとい

うような状況で聞いております。また今回、新たに

護岸工の工事の設計とは別個で、燃料桟橋でありま

すとか、進入灯、そういったものの設計のためとい

うことで、今回また新たにボーリング調査が追加さ

れるということで聞いております。

当初の計画よりも追加、追加でい○比嘉瑞己委員

ろいろな調査がされているということがわかると思
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いますが、その結果、公有水面埋立法に基づいて設

計の中身が変わるのであれば、これは知事の承認が

必要だという認識なのですが、その点はどうでしょ

う。

これ〇多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課長

は公有水面埋立法の話になりまして、所管は土木建

築部になるのですが、公有水面埋立法においては護

岸等の構造でありますとか、そういったものを変更

するとき、承認の後に変更する場合には、新たに設

計外の変更について知事の承認が必要と定められて

おります。

本来であれば、実施設計の前に事○比嘉瑞己委員

前の協議が本当はあってしかるべきですが そういっ、

たものもない中で追加調査の依頼、報告だけが来る

。 、という中身になっていると思います これに対して

これはどういうことなのかということを確認してい

くことが皆さんの仕事だと思いますが、県からの照

会というのはやっているのでしょうか。

事前〇多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課長

協議というのは、留意事項に付した承認の留意事項

に基づいて事前協議をやっておりますけれども、こ

れに関しては土木建築部でいろいろ中身について環

境保全対策も含め、この設計に関しても沖縄防衛局

とやりとりしていると承知しています。

改めて確認ですが、沖縄防衛局か○比嘉瑞己委員

、らはまだ設計変更の申請というのはない状況なのか

もし出された場合は先ほど言ったように、法に基づ

いて厳正に県としては対応する、この確認でいいで

すか。

、〇多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課長 まず

設計外の変更が出ているかどうかについてですが、

土木建築部のほうで沖縄防衛局に対して地盤改良等

について照会した結果としまして、10月10日付の文

書において、沖縄防衛局からの回答としましては、

現時点においては願書で付した環境保全としての内

容、そういったもの以外の地盤改良等の工法変更の

計画というものは現時点ではないという回答がなさ

れていると承知しています。

10日時点ではないということです○比嘉瑞己委員

が、しかし、調査結果がどういったものなのか、実

際、県も確認する必要があると思います。本当にあ

そこの地盤があのような巨大な基地に耐え得るもの

か、こういった県独自の調査とかも必要だと思いま

すが、そこへの対策はどうなりますか。

その〇多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課長

あたりはいろいろ土木建築部で文書で照会したり、

そういったことで確認しておりますので、我々とし

ても工事の進捗とかそういったものをいろいろ注視

しながら、事業者の動き、それから工事の計画に内

容の変更がないかどうかというものは確認していき

たいと考えております。工事の変更がされるという

形になった場合において、この工事の内容が公有水

面埋立法に基づく知事の変更承認が必要になるとい

う話になるのであれば、当然のことながら公有水面

埋立法に基づいて適切に対応していくことになると

考えております。

この点については知事公室長から○比嘉瑞己委員

、 。も一言 対応について述べていただきたいのですが

今、辺野古新基地建設問〇謝花喜一郎知事公室長

題対策課長からありましたように、我々はやはり冒

頭で述べたように法令に基づいて厳正にという対応

がございます。この観点につきましては、土木建築

部だけではなく、関係する部局、知事公室も含めて

情報の共有化を図っております。委員からの御指摘

の件につきましても我々は念頭に置いた上で必要な

新たな照会、確認等については、しっかり対応して

いきたいと考えています。

続いて、主要施策の成果に関する○比嘉瑞己委員

報告書の１の４のワシントン事務所についてお聞き

したいと思います。きょう、いろいろな方が質疑し

て、平成28年度の面談者の実績が先ほど291人だと聞

きましたが、この面談者の内訳がわかればまず教え

ていただけますか、どういった方たちだったのか。

平成28年度の面談○金城典和参事兼基地対策課長

者の内訳についてですが、まず連邦議会関係者が

、 、 、162名 米国政府関係者が42名 有識者の方々が48名

その他マスコミ等が39名、合計291名になります。

議会関係者だけではなくて、有識○比嘉瑞己委員

者を含め多彩な人たちに会っていることがわかるか

と思います。なかなかほかの都道府県ではない沖縄

独自の事務所で苦労も多いかと思いますが、今から

本当に成果が大きく出てくる事業だと思います。私

もこの間２回訪米したのですが、向こうの関係者と

お会いして実感することが、私たちから情報発信を

することは大切だと思いますが、一方で沖縄の実際

の現状を見てもらうということが大切ではないかと

感じました。実際、ことし向こうの大きな労働組合

―アジア太平洋系アメリカ人労働組合のＡＰＡＬＡ

が決議を上げたきっかけも、その中心人物が辺野古

の現場を見てそこから運動が始まっていきました。

ジュゴン訴訟とかも、やはり環境団体の皆さんが現

場に胸を痛めていったということがあるので、もち

ろんワシントン事務所でやる仕事―せっかくあそこ

でこれだけ多くの方と会えるわけですから、口頭で
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説明するよりもむしろそこでのつながりを生かして

沖縄に招聘してシンポジウムを開くというような形

にすれば、直接伝わりますし、また日本国内にも大

きなインパクトを与えると思います。そして、知事

がしっかりと説明をする、それを県民的なイベント

にすれば、余計、基地問題の発信につながると思い

ますが、この提案について今後検討する必要はあり

ませんか。

この件については、百聞〇謝花喜一郎知事公室長

は一見にしかずという言葉がありますけれど、我々

もそういった視点は大事だと思っております。今、

委員からの御提言の件につきましては、我々もしっ

かりと検討していきたいと考えております。

よろしくお願いいたします。○比嘉瑞己委員

次に、歳入について総務部にお聞きしたいと思い

ます。

ふるさと納税の事業についてお聞きしたいのです

が、まず平成28年度の実績を、比較をしたいので過

去５年間の推移を伝えながらお願いします。

ふるさと寄附金の実績につき〇千早清一税務課長

ましては 平成24年度が104件で約569万円 平成25年、 、

度が189件で約894万円、平成26年度が581件で約

3117万円 平成27年度が854件で約4526万円 平成28年、 、

度が583件で約8071万円ということで、寄附金につい

ては年々増加傾向にあります。

翁長県政が誕生した平成26年度―〇比嘉瑞己委員

年末ではあったのですが、特にその年度から徐々に

上がってきているということが数字の上からも明ら

かになっていると思います。去年もお聞きしたと思

いますが、このふるさと納税でいろいろコメントを

一緒に添えて寄附している方がいると聞いたのです

が、その特徴的なものがあれば教えていただけます

か。

まず前提として、ふるさと寄〇千早清一税務課長

附金の申込書にそういったメッセージを書く欄を設

けているのですが、それは公表するかどうかという

ことの確認をとっていないものですから、基本的に

具体的な中身についてお答えは控えさせていただき

たいのですが、大体メッセージにつきましては約

47％、昨年度の実績で言えば583件中278件について

は、何らからのメッセージ、コメントが記されてお

りました。その主なものとしては、翁長知事を応援

していますというものや、沖縄の美しい海、自然環

境を守ってほしいというような、そういったものが

主なものかと思います。

平成27年度が4526万4000円で、昨〇比嘉瑞己委員

年度が8071万円ということで かなり額が大きくなっ、

ています。金額については、小さいものから大きい

ものまでたくさんあると思いますが、一つ一つ本当

にありがたいお話ですが、参考までに一番大きな寄

附はお幾らですか。

昨年度は、１件で1500万円の〇千早清一税務課長

寄附がございました。

これだけメッセージも、今の翁長〇比嘉瑞己委員

県政に対する応援が多い中で金額もふえてきていま

すが、このふるさと納税がどういった使い道になる

のかというところがなかなかまだ伝わっていないの

。 、ではないかと思っています 納税者の皆さんからは

ぜひこの平和な沖縄を受け継いでほしいというメッ

セージが多いと聞きましたが、そういった分野に事

業を充てていくという考えになっているのか、県の

姿勢はどうでしょうか。

本県のこの寄附金の使途につき○金城武総務部長

ましては、県のパンフレットやホームページ上にお

示ししておりますが、ここで例示的に―例えば、伝

統文化の継承と発展、あるいは自然環境の保全、平

和の創造と発信、それから沖縄の将来を担う児童・

青少年の育成、安心安全なまちづくり、離島の振興

ということで、これはあくまでも６項目をこういう

形で例示で示しておりますが、県の推進している事

業全体に活用はされているというところでございま

す。本県においては寄附額が年々増加していること

から、県が推進している施策全体に対して御理解と

、御賛同をいただいているものと考えておりますので

引き続きこれらの事業の推進に取り組んでまいりた

いと考えております。

一つ提案ですが、先ほど訪米のと〇比嘉瑞己委員

きのお話をしたときに、外国の方を沖縄に呼んで、

平和の発信のようなシンポジウムを開いたらどうか

という提案をしましたが、こういった事業にふるさ

と納税の原資を使ってというやり方をやれば、さら

に納税者もふえるのではないかと思います。この考

えについて総務部長の見解を求めます。

御指摘のように、県によっては○金城武総務部長

寄附金の使途を定めて寄附を受け入れるというやり

方をされているところも確かにございます。この辺

については他県の状況もいろいろと調査いたしまし

たが、結果として、例えば使途を特定しているとこ

ろに寄附がふえていく状況があるかということも確

認しておりますが、必ずしもそういう結果にはなっ

てはいないという状況もございます。ただ、各部局

でいろいろな事業展開をするに当たって必要であれ

ば、総務部としてそれを受けとめてそういう対応は

していきたいということでございます。
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ふるさと納税に協力していただい〇比嘉瑞己委員

た方のメッセージを読むと、やはりそういった事業

にこそふさわしいのではないかと思いますので、今

後検討をお願いしたいと思います。

きょうは警察本部長もいらっしゃるので公安委員

会にもお聞きしたいと思います。

歳出のどこかに入っていると思いますが、昨年度

は高江でのヘリパッド建設で、警備も大変多くなっ

たときでもありました。この決算を振り返って、県

外から機動隊の皆さんが来た事業について、沖縄県

分の持ち出しというのは決算としてはどのようにな

りましたか。

特派の部分の経費につきまして〇中島寛警務部長

は、いわゆる燃料費と修繕費がコストとしてかかっ

、 、ておりまして 特派の燃料費分として3154万8568円

修繕費として502万270円がかかっています。この燃

料費と修繕費については、国庫支出金、国庫補助金

の対象となっておりますので、その最大半分が国庫

補助金の対象になるという状況になっております。

この件をめぐっては、総務企画委〇比嘉瑞己委員

員会でも相当議論いたしました。皆さんにとっては

必要性があってのことかもしれませんが、陳情もた

くさん出ているように、特に抗議行動に参加する人

たちからは「過剰警備だ、県民弾圧だ 」という厳し。

い指摘もございました。その中で去る６月議会の総

務企画委員会で前警備部長ではありますが、辺野古

、で抗議行動をしている方を排除してとめ置くときに

バスの間に長時間とめ置くことはやめたほうがいい

のではないかという指摘をした際に、排ガスを吸い

たくなければ違法行為をやめるべきだという答弁が

ありまして、新聞にも載りました。それを聞いてさ

らにまた現場の人たちの怒りを買っています。警察

の皆さんが市民に対して制裁行為をやる権限はない

はずだという厳しい指摘もありましたが、前警備部

長の発言というのは警察本部長も同じ考えですか。

その答弁は総務企画委員会○池田克史警察本部長

での答弁だと思いますが、私も聞いておりまして、

その後もテープ起こしといいますか、あれを見て、

確かに「排ガスを吸いたくなければ、違法行為をま

ずやめていただくということだと思います 」という。

ことを言っております。確かに、これは一面の事実

はありまして、委員とのやりとりの中の発言ではあ

ると思いますが、一つは、今、委員がおっしゃって

いるような制裁行為では決してありません。排除と

いいますか、移動をお願いしたり、事実上、移動し

ている中である場所にとめ置いていると。その中で

排ガスを吸うといいますか、そこでさまざまなこと

が起こる、場合によっては排ガスを―排ガスといい

ますか、ガスを吸っている人もいるかもしれないと

いうことですが、決して制裁行為ではないというこ

とは申し上げておきたいと思います。

あと、先ほどの警備部長については、やりとりの

、中で言葉が足りないところもあったかと思いますが

もう一回上書きのように申し上げますと、何といい

ましょうか、主に道路交通法で違反をしている方に

対して、全てではないですが、移動して排除してい

るというものがございます。その過程でどういうと

ころに移動したらいいのかということについては、

委員のおっしゃるとおりでありまして、今後考えて

いかなければいけないと思いますし、その配慮は当

然必要だと思います。ただ、その中でどうしても必

要最小限において、適当な場所がなければバスの横

ということもあることかとは思いますが、決してこ

れがベストオブベストというわけではなく、考えら

れることがあれば引き続きいろいろな方策なり、工

夫はしていくべきであるとは思っているところであ

ります。

ちょっと長くてつかめなかったの〇比嘉瑞己委員

ですが、制裁を加える意図はなくても、結果として

向こうの人たちから苦しいと。これは人権問題だと

いう指摘もあります。今回の、去る議会でも警察本

部長の答弁も、緊急車両のためにエンジンをつけた

状況にしておかなければいけないという答弁だった

と思いますが、緊急発進をするような車両の横に長

時間置くということが危険ではないかと。今の答弁

の中では、あそこがベストオブベストではないとい

う話もありましたが、この排ガスを吸わせるような

とめ置きというのは改善する必要があるということ

で、これは確認できますよね。

長くなってしまうかもしれ○池田克史警察本部長

ませんが、本会議の場でも申し上げましたが、緊急

発進もそうですし、そこで使う無線や赤色灯のため

。 、にもエンジンをかけているわけでございます あと

場所については、その後、どういうところにとめ置

いているか聞いたところ、決して排ガスの排気口の

横ではなくて、そこはむしろ警察官がいるぐらいで

あって、バスの横にとめているというのが主である

と聞いております。ただ、繰り返しになりますが、

現場の状況はさまざまありますので、今後絶対、例

えば今のような状況がないということは断言できま

せんが、さまざまな工夫なり、それぞれの状況―例

えば抗議活動の方の対応や人数など、そういうもの

、に応じて工夫できるものがあればやっていくことは

当然、行政機関である警察の責務といいますか、仕
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事だということでございます。

改善を求めたいと思います。〇比嘉瑞己委員

上原章委員。○渡久地修委員長

まず、主要施策の成果に関する報告〇上原章委員

書の１の１について、先ほどのやりとりの中で原点

に戻ったという部分がありましたけれども、もう一

度、戻ったという意味についてもう少し詳しく教え

てもらえませんか。

辺野古埋立承認取り消し○謝花喜一郎知事公室長

をめぐっては、４つの裁判がありました。その中で

最終的に最高裁判決において県の主張は残念ながら

認められずに県の敗訴が確定したということです。

さきの承認取り消しについての判断では、承認は違

法ではなかったという判断がなされたということで

す。結果的に我々としては、最高裁の判決を尊重し

まして、承認取り消しを取り消したという流れでご

ざいます。承認取り消しを取り消した結果、前にな

された承認がいわゆる復活したといいましょうか、

有効になったわけです。それで我々は原点に戻った

ということで記載させていただきましたし、御説明

しているところであります。

確認ですが、埋立承認は法的に問題〇上原章委員

なかったという受けとめ方ですか。

さきの最高裁判決は、埋○謝花喜一郎知事公室長

立承認は違法ではなかったという判決をしたと考え

ております。

課題にもありますが、今後は公有水〇上原章委員

面埋立法に基づいて、その手続について厳粛に確認

していくと。今、工事は進んでいるわけですが、国

と県が司法の場で対立する形で、県民の思いがなか

なか届かない現状があります。ですから、工事が進

む中で皆さんが県政としてどのようにアプローチし

ていかれるのか、お聞かせ願えますか。

こちらにも書いておりま○謝花喜一郎知事公室長

すが、埋立承認は有効になったということを前提に

我々は―ただ、そうは言いましても、さまざまな手

続がございます それについては県としまして しっ。 、

かり一行政機関として関係法令を厳正、適正に踏ん

で、手続に基づいて対応していくということでござ

います。それに今は尽きるかと思っております。

１の１の効果と課題に、２年ぶりに〇上原章委員

普天間飛行場負担軽減推進会議及び同作業部会が開

催したということで、平成28年度の決算の中ではそ

ういう取り組みですと。この推進会議及び作業部会

の今の進捗状況はどうですか。

普天〇多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課長

、 、間飛行場負担軽減推進会議 それから同作業部会は

同飛行場の５年以内の運用停止などを初めとする基

地負担軽減を実現するために平成26年２月18日に設

置されておりますが、本年９月14日までに推進会議

が４回、作業部会が８回行われまして、同飛行場の

負担軽減と５年以内の運用停止等に関する取り組み

について話し合いが行われてきているという状況で

ございます。

。〇上原章委員 具体的に効果はどうなっていますか

成果はありますか。

普天〇多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課長

間飛行場の早期返還、それから危険性の除去という

のは県政の最大課題となっておりまして、特に５年

以内の運用停止については大変重要であるとして、

今年度、９月14日の普天間飛行場負担軽減推進作業

部会においても、辺野古移設とはかかわりなく５年

以内の運用停止については早急に取り組む必要があ

るということで、その実現に向けた具体的なスケ

ジュールというものを日米両政府において作成する

ことを求めてきております。

ですから、県が求めたものに対して〇上原章委員

国はどのような捉え方でしょうか。

詳細は辺野古新基地建設○謝花喜一郎知事公室長

問題対策課長からあると思いますが、一例として申

し上げますと、普天間飛行場における運行状況調査

を国においてはオスプレイだけしか行っていなかっ

たわけですが、我々は１月から３月までという期間

を設けまして、全機種について調査を行いました。

そういった調査を行った結果を９月の前の作業部会

におきまして、こういったことをやっているので、

ぜひ政府におかれても実施してもらいたいといった

お話を申し上げたところです。それを受けて沖縄防

衛局におきまして全機種の調査を行うことができた

ということで、ある程度我々の申し入れについて政

府も一定程度理解を示して対応していただいている

と。そういった一つの例でございますが、成果とし

て出ているところでございます。

次の作業部会や推進会議の予定はあ〇上原章委員

りますか。

、○謝花喜一郎知事公室長 次の作業部会については

県そして宜野湾市から進捗状況等を確認した上で政

府に申し出ることになっておりまして、現時点では

まだ具体的な作業日程は決まっていないところでご

ざいます。

国と県が対立するだけではこの基地〇上原章委員

の問題解決にはなかなかつながらないのかと。要す

るに、胸襟を開いてお互いの立場をどう理解して作

業をしていくかと。私はむしろこれが近道だと思っ
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ていますので、本当にぜひ頑張っていただきたいと

思います。

今回の歳入歳出決算説明資料の中の一般会計歳入

決算状況ですが、過誤納金というのが２億7000万円

余り、特に法人事業税が大きいのですが、こういう

ことはよくあるのですか。今回、こういう計上をさ

れている理由を教えてください。

特に県税の過誤納金は、法人○千早清一税務課長

２税―法人県民税、法人事業税が大半となっており

まして、これは法人２税の申告制度にかかわってく

るのですが、法人は事業年度の開始から６カ月経過

した段階で、その分中間申告、納税も含めてやって

いただく必要があります。確定申告の際に中間申告

より下回った税額になった場合には、それを還付と

いう形でお返しすることになりますが、法人の中で

３月決算法人が大体３割を占めておりまして、この

申告期限が５月末になります。そうすると、どうし

ても還付が６月ということで、その分が過誤納とい

う形で表示が上がってくるかと思います。

総務部一般会計ですが、不納欠損が○上原章委員

約１億8000万円、収入未済額は19億円余りというこ

とで、これは多いのですか。それとも改善されてい

るという状況ですか。

まず過去３年間の不用額を申し〇金城武総務部長

上げますと、平成26年度が不用額……。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、上原委員から不用額ではなく、

不納欠損及び収入未済額についての説明を

求めている旨の指摘があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

千早清一税務課長。

総務部の不納欠損額の大半を○千早清一税務課長

県税が占めているものですから、県税でお答えさせ

ていただきます。県税の過去10年間の不納欠損額の

、 。推移ですが 平成18年度には６億円弱ございました

それが昨年度、平成28年度においては１億7000万円

ということですので、年々この不納欠損額自体は減

少している状況にあります。県税の収入未済額につ

きましても平成20年度に43億5300万円まであったも

のが、この８年間で約25億円、率にして58.5％の縮

減となる18億400万円まで縮減をしているところで

す。

過去のひどいところと比べたら確か○上原章委員

によくなっているということですが、不納欠損額と

か収入未済額を出さないことが正常な財政運営だと

思いますので、ぜひよろしくお願いします。

過去直近の３年間の不用額の数字を教えてもらえ

ますか。

平成26年度が約10億4736万円、〇金城武総務部長

平成27年度も10億7626万円 これが平成28年度は６億、

8258万円ということで、平成26年度、平成27年度、

平成28年度は３億円―平成27年度と比べて平成28年

度は３億9367万円減っているという状況でございま

す。

改善した、対策などは何かあったの○上原章委員

ですか。そういうのはないですか。

特に予算編成のときに、事業の〇金城武総務部長

所要額をしっかり見込むことが基本だと思います。

総務部が通常の事業部局と若干違うところとして、

まず一番不用の多いものが定年前の早期退職希望者

で、これが当初の見込みより減ったということで不

用になっていまして、この辺の変動によってそうい

う額がふえたり、減ったりということがありますの

で、その辺の動向をしっかりつかむということが一

番大きなポイントかと考えています。

これは県警も同じくそういうものが○上原章委員

出ているみたいです。早期退職、そういった見込み

が少しなかったということはわかりますが、その中

で皆さんの説明資料の９ページに徴税費というのが

約１億2000万円余り不用額となっていますが、この

辺の背景を教えてもらえませんか。

これも先ほどの法人２税の還○千早清一税務課長

付に絡んでくるのですが、翌年になった場合には歳

出で償還金という形でお返しをします。これを多め

に見込むものですから、それが少なかったというこ

とで、その分が不用という形になっております。

主要施策の成果に関する報告書の〇上原章委員

２の１ですが、私学の教育振興事業で私立高校の授

業料の一部助成―これは国からもいただいています

が、16校に支給対象となっていたものが14校に助成

。 。したと この２校はどういう背景になっていますか

平成28年度は 支給対象16校〇永山淳総務私学課長 、

のうち14校については支給しておりますが 実はやっ、

ていないのは専修学校の２校で、１校については申

請がなかったということです。もう１校は対象とな

る生徒が在籍していないということで、２校には支

給しておりません。

当初から対象の学生がある程度わ○上原章委員

かっていると思いますが、これは15億円を当初予算

で計上して、決算が10億円と。結構な開きですが、

執行率がどういう状況でこういう数字になったのか

と。

これは当初予算が15億円と〇永山淳総務私学課長

いう形でやっておりますが、実は専修学校が新しく
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開校するということで多く見積もった部分がありま

して、ところが実際その専修学校は前の専修学校―

古いものから移った部分とか、そのようないろいろ

なことがありまして、当初の見積もりは少し甘かっ

た―甘いといいますか、事情の変更という形で減っ

たものですから、補正減で大きく変更して決算がこ

ういう形になっております。

、○上原章委員 私立高校への授業料助成におくれて

今、私立中学校への支援も授業料の支援という形で

あると思いますが、この辺の県内の状況はどうです

か。

私立中学校への助成支援で〇永山淳総務私学課長

すが、私立中学校に通う生徒への経済的支援につき

ましては、今年度から平成33年度までの予定で私立

小・中学校に通う児童生徒への経済的支援に関する

実証事業ということで実施されています。この内容

は、授業料の負担の軽減を行いつつ、義務教育にお

いて私立学校を選択する理由や家庭の経済状況など

について実態把握のための調査となっております。

支援の対象は、年収約400万円未満の世帯に対して、

支援額は年間10万円という形で本年度から実施して

おります。

ですから、県内の今の実施状況、対○上原章委員

象者の数などを教えてください。

今の段階で交付決定はして〇永山淳総務私学課長

いますが、細かい数―対象者が何世帯かというのは

把握しておりません。

ぜひこれは対象者の漏れがないよう○上原章委員

に、ぜひお願いしたいと思います。

、 、それと 主要施策の成果に関する報告書の２の３

、行財政改革について先ほど少しお話を聞きましたが

約16億円の目標のところ33億円の財政効果があった

と。例えば、県税収入の確保、行政改革という名の

もとでいろいろ取り組んでいるわけですけれども、

例えば県税というのは経済成長が上がってくれば県

税も大きくなるわけですよね。これは経済成長の中

で、今、国も地方もふえているわけです。改革の名

のもとで県税収入の確保をしたという、この表現の

部分についてこの辺との整合性はどうなっています

か。

おっしゃるとおり、確かに〇茂太強行政管理課長

経済状況がよくなれば税収がよくなるというのは全

国的なパターンであります。ただ、我々の行財政改

革プランを位置づけするとき、収入率は段階的に年

度ごとに上げていくという目標を立てて、それを今

回は上回っているということでございます。

それでは、年々改善しているという○上原章委員

具体的な数字、率を教えてもらえますか。

過去３年間の推移を申しま〇茂太強行政管理課長

すと 沖縄県の場合 平成26年度が97.8％ 平成27年、 、 、

、 。度が98.3％ 平成28年度が98.6％と上がっています

それともう一つ、皆さんの効果の中○上原章委員

、 、に 県有財産の総合的な利活用をしたとありますが

具体的な例があれば教えてください。

これは民間に委託して県有〇茂太強行政管理課長

財産―土地ですが、それの売り払いという形で収入

を得ているということになります。

具体的に金額とかわかりますか。県○上原章委員

有地を売って、財源を確保したということですか。

、〇茂太強行政管理課長 平成28年度につきましては

４億5000万円程度の収入がございます。

最後にもう一つ行財政について、外○上原章委員

部有識者の意見を聴取したということで、この29項

目のうち26項目は順調に事業が進んでいると。これ

はどちらかというと、内部でいろいろ進捗状況とか

をある程度評価していく形になっていると思います

が、私は外部有識者の目が非常に重要だと思ってい

ます。皆さんの行財政改革推進の中にこの人たちの

声といいますか、指摘といいますか、どういう形で

この声が届いて、それに対して県がどういう対応を

しているのか教えてください。

現在―現在といいますか、〇茂太強行政管理課長

行財政改革プランをつくった当初―昭和60年から沖

。縄県行財政改革懇話会というのを設置しております

これは現在15名の委員で構成されていますが、これ

は外部の学識経験者や産業経済界、あるいは医療、

労働、ＮＰＯ、生活とか、あとは市町村―いわゆる

市長会、町村会の方々も入れ込んでいろいろ重要事

項について意見をいただく形で懇話会を実施してお

ります。今年度については、６月15日に開催してお

りまして、そのときの主な意見とそれに対して我々

がどういう対策をしてきたかということを少しお話

しさせていただくと、例えば実施項目が29項目あり

まして、これが全てではないですが、主な項目とし

。て県民への情報提供の充実という項目がございます

それに関して、例えば県税情報の見やすさとか、探

しやすさとかがなかなかできていないよねという意

見をいただきまして、それに関しては、必要とする

、情報に簡単にたどり着けるようにリンクを張るとか

そういうことを６月に早速実施しております。その

ほかにも 例えば人材育成 これは沖縄21世紀ビジョ、 、

ンの実現に資する人材育成というテーマ、項目がご

ざいますけれども、これについては民間企業との交

流を充実しなさいという意見がございまして、これ
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についてはまだ検討中ですが、相互交流を希望する

企業、その調整を踏まえて実施に向けて考えていき

たいと考えています。

あと、例えば県税収入の確保という実施項目がご

ざいますけれども、これについては、電子納税、ダ

イレクト納付の検討、そういったものを検討しなさ

いという意見がございまして、それについては平成

29年―今月ですが、自動車税、自動車取得税で電子

収納を導入しております。ほかの税目については、

費用対効果がございますので、それを検討してでき

るものがあれば随時やっていこうと考えています。

もう一点ですが、新たな自主財源確保として先ほ

ど総務部長が話したとおり、そして新垣委員からも

ございましたけれども、観光関連の新税については

平成25年度に導入が厳しいということで一定程度結

論は得ておりますけれども、改めて観光施策の安定

的あるいは継続的な推進に向けては必要だと我々も

考えていますので、それについては担当部署で調整

していきたいと考えております。そういった意見を

とって我々はプランを実施、ＰＤＣＡを回している

という現状がございます。

最後に県警の、確認だけですが、主○上原章委員

要施策の成果に関する報告書の12の21、交通環境の

整備で電源付加装置を整備すると。大規模な停電時

における交通の安全と円滑を確保するために主要交

差点の信号機に電源付加装置を整備するということ

で、平成28年は15基やったということですが、これ

は具体的に停電になっても信号機がしっかり作動す

るという内容ですか。

おっしゃるとおりでございま〇梶原芳也交通部長

す。

平成28年は15基ということですが、○上原章委員

県内に幾つあって、幾つ目標といいますか、必要だ

という想定ですか。

現在、131基ございまして、平〇梶原芳也交通部長

成27年度から５カ年計画で毎年15基ということで整

備をすることにしております。

毎年15基を５年間ですか。○上原章委員

そのとおりでございます。従○梶原芳也交通部長

来からやってはいたのですが計画的にしようという

ことで、平成27年度から５カ年間、毎年15基整備し

ています。これまでもやってはいましたが、やはり

大規模災害がほかの県でありまして、こういうこと

ではいけない、計画的に整備しようということで、

平成27年度から５カ年計画で毎年15基を現在整備し

ているところでございます。

せんだって、宮古島で３日ぐらい長○上原章委員

期の停電が広範囲にわたってあったのですが、私も

翌日行ったときに相当の交差点で信号機がついてい

なくて非常に苦労しました。これは離島も含めて優

先的にこの信号機の設置というのは進んでいるので

しょうか。

ただいまの御質疑は、停電し〇梶原芳也交通部長

たときに自主的に機能する信号機のことだと思いま

すが、これにつきましては主要幹線ということで、

沖縄本島内の主要幹線、主要交差点がもし滅灯した

場合には、非常に渋滞であったり、機能が低下する

ということで、基本的に沖縄本島内の主要幹線、主

要交差点を行っております。

限りある財源の中であると思います○上原章委員

が、できれば台風が非常に大きく、常に来る離島も

この辺はしっかりサポートしてほしいと思います。

よろしくお願いします。

休憩いたします。○渡久地修委員長

（休憩中に、総務私学課長から発言を訂正し

たい旨の申し出があり承認された ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

永山淳総務私学課長。

先ほど、修学支援金の額が〇永山淳総務私学課長

予算と決算で大きく開いたというところの説明で、

私は専修学校と言いましたが、専修学校ではなくて

通信制高校の間違いでした。

修正させていただきます。

以上で、知事公室長、総務部長〇渡久地修委員長

及び警察本部長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退室。その後、視察・調

査日程に係る議題の追加について協議した

結果、意見の一致を見た ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

本委員会所管事務調査事項総合開発及び地域振興

についてに係る視察・調査日程については、休憩中

に御協議いたしましたとおり、議題に追加し、直ち

に審査を行いたいと思いますが、これに御異議あり

ませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。〇渡久地修委員長

よって、さよう決定いたしました。

本委員会所管事務調査事項総合開発及び地域振興

についてに係る視察・調査日程についてを議題とい

たします。

休憩いたします。

（休憩中に、事務局から視察・調査日程につ
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いての説明があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

お諮りいたします。

視察・調査日程につきましては、お手元に配付し

てあります案のとおり決することとし、議長に対し

委員派遣承認要求をしたいと存じますが、これに御

異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。〇渡久地修委員長

よって、さよう決定いたしました。

なお、委員派遣の日程、場所、目的及び経費等の

詳細な事項及びその手続につきましては、委員長に

御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありま

せんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。〇渡久地修委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明 10月19日 木曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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